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2 0 2 2 年 ３ 月 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2022年 2月 ） 

 

 

１．経 済 指 標  

（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC）－前 年 同 月 比

9.0％－  
１月 のIMACECは前 年 同 月 比 9.0％，（季 節 調

整 済 前 月 比 は▲1.0％）となった。営 業 日 数 は昨

年 と 比 べ 1 日 多 か っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比 ▲

6.0％，鉱 業 以 外 の業 種 は同 11 .5％だった。季 節

調 整 済 前 月 比 では鉱 業 は▲0.8％，非 鉱 業 部 門

は▲0.5％となった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト （ 3 月 ） に よ る 2 月 の IMACEC 見

通 しは前 年 同 期 比 7.5％（中 央 値 ）となっている。 

 

（２） 消 費 －好 調 に推 移 －  
①  1月 の 商 業 活 動 指 数 （実 質 ，INE公 表 ）は ，

前 年 同 月 比 12 .0 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業 （ 除 く

車 ）は同 11.4％となった。 

②  1 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ， INE 公

表 ）は，前 年 同 月 比 7.3％となった。 

③  12 月 の ｻ ﾝ ﾃ ｨ ｱ ｺ ﾞ 首 都 圏 商 業 販 売 額 （ チ リ

商 工 会 議 所 公 表 ， 既 存 店 ， 暫 定 値 ） は ， 前

年 同 月 比 51 .7％となった。 

④  2 月 の 消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC ， Gfk  

Ad ima rk公 表 ）は33 . 6  (前 月 差 ▲4.3 )，個 人 の景 気 認 識 （現 状 ）は34 .9（▲2.9）と，引 き続

き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  2月 の新 車 販 売 台 数 は31,745台 （前 年 同 月 比 29.6％）となった。 

＜概 要 ＞景 気 は、一 部 に弱 さがみられるものの、コロナウイルス等 の影 響 から回 復 している。  

● 消 費 は好 調 に推 移 している。 

● 生 産 は，工 業 は増 加 、鉱 業 は減 少 。企 業 マインドは悪 化 している。 

● 雇 用 は回 復 しているものの、失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある。 

● 物 価 は大 きく上 昇 している。 

● 貿 易 は黒 字 となっている。 

● 銅 価 格 は上 昇 ，為 替 はペソ高 傾 向 ，株 価 は減 少 で推 移 している。 

先 行 きに ついては 、コ ロ ナ ウイ ルス の 感 染 状 況 と そ の対 策 、 新 憲 法 制 定 議 論 及 び 新 政 権 の

体 制 、財 政 ・年 金 ・税 制 等 国 内 政 治 動 向 及 び世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ，電 力 －工 業 は増 加 、鉱

業 は減 少 －  
1 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比

2.6 ％ と な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 化 学 が 増 加

（ 寄 与 度 1.86 ％ ） ， 製 紙 が 減 少 （ 同 ▲

0.70％）に寄 与 した。 

1 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲

6.3％，銅 生 産 量 は同 ▲7.5％となった。 

1月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 4.6％となった。 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －悪 化 －  
2 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は 51 .19 ポ

イ ント で ， 前 月 差 2.16 ポ イ ント とな り ， 2 ヶ 月 連 続

で 中 立 点 を 上 回 っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が

51 .85 （ 同 ▲ 3.88 ポ イ ン ト ） ， 鉱 業 が 64.12 （ 同 ▲

1.77 ポイ ント ），製 造 業 は 51 .94 （ 同 ▲ 2.77 ポイ ン

ト），建 設 業 が35 .55（同 1.07ポイント）となった。 

 

 

 

（５） 雇 用 －失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある－  
11～1月 期 の失 業 率 は7.3％（前 年 同 期 差 ▲

2.96 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

349 , 492 人 増 加 （ 前 年 同 期 比 3.9 ％ ） ， 就 業 者

数 は591 ,470人 増 加 （ 同 7.3％）し，失 業 者 数 は

241 , 978人 減 少 （同 ▲26 .2％）している。就 業 者

数 を職 業 別 にみると，建 設 が前 年 同 期 比 寄 与

度 1.76 ％ 、 公 務 が 同 ▲ 0.38 ％ と 減 少 に 寄 与 し

ている。 

1月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 7.5％，実 質 は同 ▲0.2％となった。 
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（６） 物 価 －大 きく上 昇 している－  
2 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ，前 月 比

は 0.3 ％ ， 前 年 同 月 比 は 7.8 ％ と な っ た 。 品 目

別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と 貿 易 財

（ 9 .2 ％ ） ， 燃 料 （ 17 . 8 ％ ） が 上 昇 し た 。 な お ， 生

鮮 ・ 燃 料 を 除 く指 数 は，前 月 比 ▲ 0.3％ ，前 年

同 月 比 6.6％であった。 

中 銀 ア ンケ ート(3 月 )によるインフレ期 待 は 1

年 後 ：5 .3％（前 月 4.8％），2年 後 ：3 .7％（前 月

3.5％）となっている。 

1 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は ， 前 月 比

0.1％，前 年 同 月 比 は30 .2％となった。鉱 業 （前 年 同 月 比 39 .2％）が上 昇 した。 

 

（７） 貿 易 －黒 字 となっている－  
①  2月 の輸 出 額 （FOB）は75 .8億 ドル（前 年 同 月

比 4.1 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 鉱 業 品 43 .3

億 ドル（同 ▲3.6％）（全 体 の57 .1％），農 林 水 産

品 10 .0 億 ド ル （ 同 20 . 0 ％ ） （ 全 体 の 13 .2 ％ ） ， 製

造 業 品 22.4 億 ド ル （ 同 17 . 0 ％ ） （ 全 体 の 29 .6 ％ ）

と な っ た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 38 .4 億 ド ル （ 同 ▲

9.2％）（鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の88.6％）となった。 

②  2月 の輸 入 額 （FOB）は74 .6億 ドル（前 年 同 月

比 30 .0％）となった。内 訳 （CIF）は，消 費 財 25 .4億

ドル（同 38％），中 間 財 42.2億 ドル（同 37％），資 本 財 15 .7億 ドル（同 22％）となった。 

③  2月 の貿 易 収 支 （FOB）は1.2億 ドルの黒 字 となった。 

 

（８） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） ： 1 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 8.8 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 51.2 ％ ） ， 輸 入 額

2.0億 ドル（同 78 .5％），貿 易 総 額 では10.8億 ドル（同 55 . 7％）となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ： 1 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 34 .7 億 ドル （ 前 年 同 月 比 5.3 ％ ） ， 輸 入 額

25 .1億 ドル（同 61 . 5％），貿 易 総 額 では59.8億 ドル（同 23 . 4％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （FOB）：1月 の貿 易 額 は，輸 出 額 5.4億 ドル（前 年 同 月 比 105 . 4％），輸 入 額

1.2億 ドル（同 0.4％），貿 易 総 額 では6.5億 ドル（同 72 . 7％）となった。 
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２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －下 落 －  
2 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 4 . 4 0 ド ル （ 1

日 ） で 始 ま っ た 。 中 旬 に か け て 、 4 . 6 3 ド ル ま

で 上 昇 し た も の の 、 そ の 後 下 落 し 、 月 末 に

は4.52ドル（28日 ）と前 月 末 比 3 .7％で終 了

した。 

2 月 の 銅 在 庫 は ， 200 ,143 ㌧ （ 1 日 ） で 始

ま り ，月 末 に は 296 , 355 ㌧ （ 28 日 ） と 前 月 末

より大 幅 に増 加 した。 

 

 

 

 

（２） 為 替 －ペソ高 傾 向 －  
2月 の為 替 は，1ドル805 . 30ペソ（1日 ）で始

ま っ た 。 4 日 に 8 3 0 . 2 0 ま で 上 昇 し 、 月 末 は 7 6

9 . 30ペソ（28日 ）と前 月 末 差 ▲6.4ペソで終 了

した。 

 

 

 

（３） 株 価 －上 昇 －  
2 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式

指 数 ） は 4598 .7 ポ イ ン ト （ 1 日 ） で 始 ま っ

た。月 末 には4534 . 5ポイント（28日 ）と，前

月 末 比 ▲0.3％で終 了 した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



5 

３．経 済 トピックス(報 道 等 情 報 ) 

 

（１） アラジャ次 期 通 信 次 官 ：報 道  

2月 1日 付 当 地 ディアリオ・フィナンシエロ紙 は、クラウディオ・アラジャ次 期 通 信 次 官 につ

いて報 じた 

チリで5Gの展 開 を継 続 する次 のリーダーは、ここ数 カ月 で行 われた同 プロセスを熟 知 して

いるエンジニアになる。この3年 半 、電 気 通 信 開 発 基 金 （FDT）のアドバイザーを務 めてきた

クラウディオ・アラジャ氏 が、新 たに通 信 次 官 を務 めることになった。 

 「ア」次 期 次 官 は共 産 党 員 で、フェデリコ・サンタ・マリア大 学 の電 気 技 師 である。モビス

ター・チリで13年 間 、テクニカル・ネットワーク・コーディネーターを 務 め、その後 、ネットワー

ク設 計 の責 任 者 を務 めた。 

 同 次 期 次 官 は、FON（F ib r a  Op t i c a  Nac i ona l )の展 開 や5Gの開 発 は国 にとって非 常

に「重 要 な」 技 術 的 革 新 であ るた め、現 在 進 行 中 のイ ニシア テ ィブの路 線 に 従 うと 述 べ、

継 続 中 のプロジェクトが結 実 するようにしなければならないと強 調 した。 

ピニェラ政 権 の元 次 官 であるホルヘ・アトン氏 はツイッターで、「約 10年 間 政 治 家 が担 当

してい たポ ストに 、技 術 のプロが戻 ってき た のだ から、この人 事 は 業 界 に とって素 晴 らし い

ニュースである」とコメントしている。 

同 次 期 次 官 はFD Tア ドバイ ザーとして、5G ネット ワ ークと他 のテ クノロジ ーとの融 合 や 南

部 光 ファイバー（FOA)の展 開 などの重 要 なプロジェクトを 進 めてきた。また、タワ ー会 社 が

数 期 に 渡 って推 し進 めようとしてきた 戦 い の一 つであ る、インフラの共 有 化 に 有 利 な法 律

を管 理 できるようになる可 能 性 が高 い、とアトン氏 は説 明 した。 

同 次 期 次 官 を 知 る 他 の情 報 筋 に よる と 、 彼 は 地 味 な 幹 部 だ が 、 専 門 分 野 で は 豊 富 な

経 験 を持 っているとのこと。 

 

 

（２） 環 境 配 慮 を前 提 とした経 済 活 動 の自 由 を保 障 する案 の承 認 ：報 道  

2月 1 1日 付 当 地 紙 「 エル・メルクリ オ 」は 、1 0日 に 制 憲 議 会 の 基 本 的 人 権 委 員 会 が 、

環 境 配 慮 を前 提 とする経 済 活 動 の自 由 を保 障 する案 を承 認 したと報 じた。 

10日 、制 憲 議 会 の基 本 的 人 権 委 員 会 は、起 業 と経 済 発 展 に関 する案 の投 票 を 行 い、

経 済 団 体 から提 出 された経 済 活 動 の自 由 を広 く保 障 する提 案 をいずれも拒 否 する一 方

で、環 境 配 慮 を前 提 とした経 済 活 動 の自 由 を保 障 する左 派 会 派 フレンテ・アンプリオ（拡

大 戦 線 ）の案 を承 認 した。 

承 認 された案 は、「経 済 活 動 を行 い、発 展 させる自 由 を得 る権 利 」（De recho  a  l a  l i b

e r t ad  d e  emp rende r  y  d e sa r ro l l a r  ac t i v i d a des  econom ic a s）と題 し、憲 法 がすべて

の人 に経 済 活 動 を始 め発 展 させる自 由 を保 障 するもの。ただし、その行 使 は、この憲 法 で

保 障 された 権 利 のほか、環 境 への配 慮 お よび一 般 の利 益 （e l  i n t e r e s  g ene r a l ）と両 立

するものでなけ ればならない とされてい る。ま た 、当 該 権 利 の内 容 と制 限 は、 権 利 行 使 を

規 定 する法 律 により決 定 されるとしている。 

この規 範 の推 進 者 の一 人 であるコンスタンサ・ショウハウ議 員 （フレンテ・アンプリオ所 属 ）

は、「この法 律 は、財 産 の環 境 保 護 機 能 （la  f unc ion  eco log ica  de  l a  p rop iedad）や環

境 への配 慮 というて最 新 のビジョンを盛 り込 んだ重 要 なものである。特 定 の議 論 の枠 組 み
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の中 で、これを補 足 したり、充 実 させたりすることは可 能 だが、出 発 点 としては良 いと思 う」

と述 べた。  

この提 案 の理 念 は、人 々が機 会 均 等 に 国 民 生 活 に 参 画 する状 態 を 保 護 する民 主 主

義 社 会 は、 国 家 に よ る恣 意 的 な介 入 や 権 利 乱 用 に 対 す る法 的 保 障 を もって、誰 もが経

済 活 動 を促 進 し、その成 果 や経 済 発 展 から利 益 を得 られるよう、自 由 意 志 を行 使 できる

必 要 条 件 も保 証 しなければならない としている。ただし、この保 証 は、社 会 的 に 持 続 可 能

で環 境 保 護 とバ ラン スのとれた 経 済 発 展 に 寄 与 す る 状 況 で 行 使 されなけ ればならず 、そ

の結 果 、社 会 全 体 が長 期 的 に民 間 の経 済 活 動 の成 果 から利 益 を得 ることが可 能 になる

と主 張 している。  

同 委 員 会 では、製 造 振 興 協 会 （So fo fa ）や起 業 家 協 会 （Mu l t i g r em ia l  d e  Emp rende

do re s）が推 進 した条 文 案 はいずれも却 下 された。So fo f aの提 案 した「起 業 の自 由 （empr

ende  l i b r e ）」案 は、あらゆる経 済 活 動 を行 う自 由 を憲 法 上 の保 証 とし、民 間 イニシアティ

ブを優 遇 的 に保 護 ・促 進 し、さらに個 人 の自 由 意 思 と人 々の利 益 に応 じた結 社 の自 由 を

保 障 し、人 々のポテンシャルの開 発 を 通 じて、その最 大 限 の実 現 を可 能 にするというもの

で、全 国 各 地 から1万 8000人 以 上 の署 名 が集 まった。 

経 済 団 体 から提 案 されたものがいずれも否 決 された ことに 対 し、各 経 済 団 体 からは懸

念 の声 が上 がっている。 

（１）So f o f aのリカルド・フォン・アッペン会 長 は、「我 々の提 案 が拒 否 されたことは残 念 。自

由 を制 限 し、個 人 の自 由 意 志 、人 々の自 由 連 合 、労 働 成 果 を享 受 する権 利 に歯 止 めを

かけてしまう。小 さな会 社 から大 き な会 社 まで、何 百 万 人 ものビジネスマンの自 由 を 危 険

にさらすことになる」と述 べている。 

（２）Mu l t i g r em ia l  de  Emprendedo resのファン・パブロ・スウェット会 長 は、「企 業 の自 由 と

私 有 財 産 の権 利 を保 証 することを目 的 とした市 民 の提 案 が、なぜ拒 否 されたのか理 解 し

がたい。参 加 型 の憲 法 のはずなので、閉 鎖 的 な中 で作 成 した案 ではなく、市 民 から発 せら

れた規 則 を検 討 すべき」と述 べている。 

（３）全 国 鉱 業 協 会 会 長 （Sonam i）のディエゴ・エルナンデス氏 は、「承 認 された条 文 案 は、

チリの法 律 により制 約 を受 けることで、実 際 には、財 産 権 や起 業 の権 利 を弱 めることに な

る。国 の弱 体 化 を 助 長 し、投 資 家 に 対 して悪 いイ メージを 与 え続 け るだ けであり 、投 資 や

雇 用 などの面 でも悪 い結 果 をもたらしかねない。財 産 の権 利 と起 業 の自 由 が雇 用 創 出 の

鍵 になることを忘 れるべきでない」と述 べている。 

 

（３） 財 産 権 を保 障 する案 の承 認 ：報 道  

2月 1 2日 付 当 地 紙 「 エル・メルクリ オ 」は 、1 1日 に 制 憲 議 会 の 基 本 的 人 権 委 員 会 が 、

財 産 権 の保 障 と収 用 に関 する案 を承 認 したと報 じた。 

11日 、制 憲 議 会 の基 本 的 人 権 委 員 会 は、財 産 権 お よび収 用 に 関 する左 派 会 派 フレ

ンテ・アンプリオ（拡 大 戦 線 ）の議 員 が提 案 した条 文 案 を賛 成 23票 、反 対 10票 で承 認 した。 

承 認 された案 では、すべての国 民 があらゆる種 類 の財 産 において財 産 権 が保 障 される

ことを定 めており、無 形 財 産 （los  b i e ne s  i nco rp o ra l es）は、法 律 で明 示 的 に定 められて

いる場 合 にのみ、この権 利 によって保 護 されるとしている。また、法 律 において、社 会 的 お

よび 環 境 配 慮 的 機 能 に 従 い 、 財 産 の 取 得 方 法 、そ の 内 容 、 制 限 、そ こから 派 生 す る 義

務 を 決 定 す ると してい る。このほか、 収 用 に つ い て、「公 益 また は一 般 的 な 利 益 のた め の
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収 用 を認 める法 律 によるのでなければ、何 人 もその財 産 を奪 われることはない。当 該 法 律

は、支 払 い の公 正 な 額 、そ の形 式 お よ び 時 期 を 決 定 し、 公 共 の利 益 と 所 有 者 の 利 益 の

両 方 を考 慮 しなければならない」としている。 

同 案 に 賛 成 した フ ェ ルナ ンド ・ア ト リ ア 議 員 （ フレ ンテ ・ア ンプリ オ ）は、 同 案 で 財 産 権 が

保 障 されるこ とにつ い て、「新 憲 法 では財 産 権 は保 護 されないのではとい う批 判 に つ い て

はすべて偽 りで恐 怖 キャンペーンに過 ぎない」と弁 護 した。また、承 認 された案 は、特 にドイ

ツ憲 法 の文 言 に従 って、他 の国 の憲 法 と一 致 する形 で財 産 を保 護 しているとも同 氏 は説

明 した。 

一 方 、ベルナルド・フォンテーヌ議 員 （中 道 右 派 RN（国 民 革 新 党 ））は、「同 案 は収 用 す

る方 法 を 確 立 しておらず、財 産 所 有 権 の保 障 が弱 い。これでは、アジェンデ政 権 やフレイ

政 権 での対 価 のない 収 用 を 可 能 に した 憲 法 に 後 退 する。例 えば、現 行 憲 法 では地 下 鉄

建 設 のために家 が収 用 された場 合 、国 がその価 値 を即 時 現 金 で支 払 うことを保 証 してい

るが、新 憲 法 では補 償 額 は法 律 で決 まるので議 会 の政 治 家 の判 断 次 第 ということになる」

と批 判 している。 

フェリ ペ ・ア ルボ エ議 員 （ 中 道 左 派 P P D （ 民 主 主 義 のた めの党 ））は、「 一 般 論 と して は

今 回 承 認 された案 は正 しいが、無 形 資 産 の所 有 権 や契 約 に関 する権 利 に不 安 定 さが残

るほか、収 用 の要 件 を緩 和 する点 に 問 題 がある。所 有 権 の安 定 性 という観 点 から詳 しく

見 る必 要 があり、問 題 点 を提 示 し文 言 の訂 正 などが必 要 となる」と語 る。 

経 済 界 からは、ホセ・マヌエル・メナ銀 行 協 会 会 長 が「財 産 権 が国 家 による収 用 によっ

てどのように失 われるかが重 要 であり、収 用 条 件 をより憲 法 で明 確 にすべき」と主 張 する。 

憲 法 学 者 のアルトゥロ・フェルマンドイス氏 は、「今 回 の案 により、現 行 の収 用 前 の支 払

い保 証 や収 用 された側 と合 意 に達 しない場 合 に即 時 現 金 でなければならないことがなくな

る。個 人 間 、特 に国 家 との契 約 をより不 安 定 で不 確 実 なものにし、国 が被 収 用 者 へ分 割

払 い や国 債 で補 償 す ることを 認 めてい た 19 67年 の憲 法 改 正 の 悪 しき 経 験 を 忘 れ、 容 認

できないほど被 収 用 者 の権 利 を悪 化 させる」と述 べる。 

他 方 、セ ント ラル大 学 教 授 のホ セ・イ グ ナシ オ ・ヌニ ェス氏 は、 同 案 が今 後 本 会 議 に か

けられることを 指 摘 しつつ「同 案 は、実 質 的 に 財 産 法 のあらゆる要 素 を 保 護 するもの。新

しい点 は、権 利 行 使 の制 限 に、環 境 要 素 が追 加 されたことや、収 用 制 度 の維 持 のため、

具 体 要 件 を法 律 に委 任 している点 である。」と分 析 している。 

 

（４） 小 型 車 の新 しいエネルギー効 率 基 準 発 表 ：エネルギー省 プレスリリース 

2月 12日 、エネルギー省 は、小 型 車 の新 しいエネルギー効 率 基 準 を官 報 で公 示 した旨

公 表 した 

エネルギー省 は、国 家 エレクトロモビリティ戦 略 を打 ち出 し、2035年 までにチリ国 内 でゼ

ロエミッションの小 型 車 のみを販 売 することを目 標 に掲 げた。また 、省 エネ法 が制 定 され、

小 型 車 、中 型 車 、大 型 車 のエネルギー効 率 基 準 の制 定 が示 された。これに伴 い、12日 、

小 型 自 動 車 の最 低 エネ ルギ ー効 率 基 準 が官 報 公 示 され、2024年 から2026年 までの平

均 燃 費 が18 . 8 km/ l以 上 、2027年 から2029年 までが22 .8 km/ l以 上 、2030年 以 降 が28 .9 k

m/ l以 上 とされた。 

ロペス・エネルギー省 次 官 は、この規 格 の適 用 は、気 候 変 動 に 貢 献 し、カ ーボンニュー

トラルの達 成 とチリのエレクトロモビリティへの迅 速 な移 行 を促 進 すると述 べた。更 に、この
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基 準 適 用 で、2030年 までに累 積 793万 ト ンのCO2を 削 減 でき ると試 算 。この措 置 は2030

年 までに 必 要 な 行 動 のほぼ 12 %に 貢 献 す る こ とに な る 述 べた 。 この 基 準 は 野 心 的 で 、 新

車 のエネルギー効 率 を約 45％高 め、チリを 欧 州 、米 国 、日 本 で求 められる基 準 に 近 づけ、

大 手 自 動 車 輸 入 業 者 が、 他 国 で 既 に 流 通 してい る自 社 ブ ラン ドの最 も 効 率 の 良 い モ デ

ルをチリに持 ち込 むことを奨 励 する。 

ドミ ン ゲス 運 輸 通 信 省 次 官 は 、 この 進 展 を 強 調 し、 政 府 と して 、エ レクト ロモ ビリ テ ィ の

基 準 を高 め、このクリーン技 術 を拡 大 するために、重 要 なステップを歩 み続 けていると述 べ

た。電 気 自 動 車 は、温 室 効 果 ガ スの排 出 を減 らし、人 々に クリ ーンなモ ビリテ ィ体 験 を提

供 するための重 要 な柱 となりつつある。このような施 策 により 、2040年 までに 公 共 交 通 機

関 を100％電 気 化 するという目 標 に向 けて前 進 を続 けていくと述 べた。 

フェルナンデス環 境 省 次 官 は、チリでは、気 候 変 動 の原 因 となる温 室 効 果 ガスの全 排

出 量 のうち、輸 送 が21％を占 めている。だからこそ、小 型 車 に対 する初 のエネルギー効 率

基 準 の公 表 は、チリにとって画 期 的 なことであり、自 動 車 の効 率 基 準 を 向 上 させることは

間 違 いなく、遅 くとも2050年 までにカーボンニュートラルを達 成 するという公 約 に合 致 すると

述 べた。 

具 体 的 に は、この措 置 に より 、自 動 車 の 燃 費 が 向 上 するた め 、消 費 者 は 平 均 で 年 間

約 208 , 2 8 8ペ ソ（当 館 注 ：約 3万 円 ）の節 約 になると試 算 。従 って 、消 費 者 に とっては、経

済 的 にも、環 境 に対 する貢 献 度 においてもプラスになるとしている。また、この基 準 を遵 守

する責 任 を負 うのは自 動 車 輸 入 業 者 であり、販 売 する自 動 車 の台 数 に応 じてエネルギー

効 率 の最 低 平 均 効 率 を遵 守 する必 要 がある。 

指 標 はガソリン換 算 1リットルあたりのキロメートル（km/ l）でエネルギー効 率 を示 す予 定

で、輸 入 業 者 又 は代 理 人 が遵 守 の責 任 を 負 う。エネルギー性 能 は、責 任 者 が個 別 の型

式 認 定 証 （CHI）を発 行 している全 車 両 の性 能 の平 均 値 に基 づいて評 価 。法 律 によると、

違 反 に対 する罰 則 は電 力 ・燃 料 監 督 庁 （SEC）によって課 され、ある年 の定 められた基 準

値 を10分 の1km/ l下 回 るごとに、その年 の有 効 なCHIの総 数 に0 .2UF（当 館 注 ：約 780円 ）

を掛 けた罰 金 が適 用 されることになる。 

 

（５） エルナンド次 期 鉱 業 大 臣 へのインタビュー：報 道  

2月 12日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、エルナンド次 期 鉱 業 大 臣 との書 面 インタビュー

記 事 を報 じた。 

いくつかの論 争 が鉱 業 省 との関 連 で起 きている。 

第 一 に 、 制 憲 議 会 環 境 委 員 会 では、 鉱 業 分 野 の 民 間 企 業 を 国 有 化 す るこ とを 一 般

承 認 した。 

第 二 に、数 週 間 前 には上 院 鉱 業 委 員 会 が鉱 業 ロイヤルティ法 案 にゴーサインを出 した。 

第 三 に、新 政 府 は国 営 リチウム会 社 の設 立 を約 束 している。これらの問 題 には、アント

ファ ガスタ州 出 身 で下 院 の鉱 業 委 員 会 委 員 長 であり 、これらの議 論 に 精 通 してい る エル

ナンド次 期 鉱 業 大 臣 が対 応 しなければならない。 

 エルナンド次 期 鉱 業 大 臣 との質 疑 応 答 は以 下 のとおり。 

（問 １）初 年 度 に優 先 的 に取 り組 む具 体 的 なプロジェクトは何 か。 

（ 答 ） 重 要 な 課 題 の 一 つ は 、リ チ ウ ム の 国 営 会 社 を 作 る こ とで あ る。 もちろ ん 、C OR F O

（ チ リ 産 業 開 発 公 社 ） 、 他 省 庁 、 環 境 分 野 な ど 、 他 の 当 事 者 も 参 加 す る 。 ま た 、 E N A M I
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（チ リ 鉱 業 公 社 ）の 近 代 化 と 製 錬 所 の 問 題 があ る。 他 に 、リ チ ウ ム 委 員 会 と して 始 まり 、

現 政 権 発 足 時 に解 散 した非 金 属 鉱 業 委 員 会 を再 活 性 化 させたい。 

（問 ２ ）リ チ ウ ム の輸 出 で 競 争 力 を 失 い 続 け るこ とはでき ない と 言 って い た が、なぜ 、 国

営 リチウム会 社 の設 立 で、そのようなことが起 こらないのか。 

（答 ）今 のチ リ では炭 酸 リ チウ ムを 輸 出 す ることがビジネ スになってい るが、そ れ以 上 の

付 加 価 値 はない。つまり、このリチウム会 社 には、付 加 価 値 を高 め、エレクトロモビリティに

関 連 する投 資 や、チリ での自 動 車 製 造 を 促 進 するようなシナジ ーを生 み出 すた めの制 度

的 枠 組 みが必 要 。 し かも、この種 の自 動 車 は、より 多 くの銅 を 必 要 と する。チ リに は非 在

来 型 の再 生 可 能 エネルギー、リチウム、銅 がある。このことがチリでは十 分 にアピールされ

ていない。 

（問 ３）エスピノザ・元 コデルコディレクターは、国 はリ スクのあ る投 資 は民 間 に 任 せれば

いいと述 べたが、新 政 権 で官 民 関 係 がどうなるのか、民 間 へのメッセージはあるか。 

（答 ）それは自 分 （「エ」大 臣 ）だけでなく、ボ リッチ次 期 政 権 として考 える。その中 で、私

たちは民 間 投 資 に対 して全 く閉 鎖 的 ではない。しかし、この民 間 投 資 は官 民 双 方 にとって

好 都 合 でなけ ればな らない し、 公 平 でな け ればなら ない と 考 え て い る 。チ リ が 天 然 資 源 に

対 して十 分 かつ公 正 な報 酬 を得 る限 り、大 きな問 題 はないだろう。また、自 分 は地 域 の当

事 者 を 多 く知 っているので、かなり自 信 があ る。自 分 は市 長 として彼 らを知 っていたし、彼

らとの関 係 もあった。その中 で、彼 らにとって非 常 に関 心 のあることがある。一 つは国 の安

定 であり、それは平 和 、静 穏 、確 実 な環 境 の中 で達 成 されるもの。そして、私 たち全 員 で、

幅 広 いコンセンサスを得 て、その確 信 を築 かなければならない。そういう意 味 で、次 期 政 府

は対 話 と傾 聴 の政 府 であり、誰 も誰 かを略 奪 しに来 るわけではない。むしろチリはフェアな

見 返 りを求 めている。 

（問 ４）制 憲 議 会 環 境 委 員 会 では、鉱 山 事 業 を国 有 化 しようとする条 文 案 が可 決 され

たがどう思 うか。 

（答 ）まだ 議 論 中 の案 件 にコメントした くはない。将 来 の政 府 として、今 日 、現 行 憲 法 を

尊 重 し、将 来 は、そ の時 点 で存 在 する憲 法 を尊 重 する義 務 があ る。チ リ 人 の大 多 数 は、

制 憲 議 会 で代 表 される多 様 な制 憲 議 員 によって作 られることに投 票 したことを忘 れてはい

けない。したがって、制 憲 議 員 は大 きな合 意 を得 なければならない。それが国 民 投 票 で承

認 されれば、将 来 の政 府 として、そこで承 認 されたことは義 務 になる。 

（問 ５）鉱 業 ロイヤルティ法 案 の議 論 において、売 上 に対 する支 払 いと収 益 性 を考 慮 し

たハイブリッド方 式 に納 得 したか。 

（答 ）次 期 政 権 は、承 認 されたいくつかの恒 久 的 な改 革 のための資 金 調 達 と恒 久 的 な

歳 入 を 達 成 しなければならない 。税 制 改 革 が必 要 なことは分 かっており、鉱 業 ロイ ヤルテ

ィはそのための軌 道 に乗 っているものであり、より多 くの税 金 を徴 収 して、まさに恒 久 財 源

を捻 出 しようというものである。 

（問 ６）鉱 業 評 議 会 は、上 院 鉱 業 委 員 会 で行 われた議 論 に対 して声 明 を発 表 し、鉱 業

に対 する税 負 担 は60％以 上 となり、他 の鉱 業 国 の税 負 担 が40％台 であることを考 えると、

明 らかに競 争 力 を失 うと述 べているがどのような考 えか。 

（答 ）経 済 学 者 にもよるが、その方 式 に賛 成 している人 もいる。最 終 的 な税 負 担 を決 め

るには、この議 論 の微 調 整 が必 要 なようだ。もちろん、実 際 に 税 負 担 が非 常 に 重 くなって

しまい、競 争 力 を失 うわけにはいかないが、他 の考 慮 も必 要 である。 
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（問 ７）今 年 、CODELCO（国 営 銅 生 産 公 社 ）の役 員 を刷 新 しなければならないが、女 性

が率 いる時 代 が来 たと考 えているか。 

（答 ）是 非 そうしたい。最 終 的 に決 定 するのは大 統 領 だが、大 統 領 が女 性 を 役 員 に 迎

えたいと考 えてい ることは理 解 しているので、実 現 することを 望 んでいる。また 、もう少 し多

様 性 が必 要 。 

 

（６） 今 後 のチリの鉱 山 開 発 投 資 計 画 ：報 道  

 2月 14日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、今 後 のチリ の鉱 山 開 発 投 資 計 画 につい て報 じ

た。 

 チリへの投 資 はコロナの影 響 を強 く受 け ており、中 でも鉱 業 部 門 は2023年 以 降 の投 資

を先 送 りするなど、大 きな影 響 を 受 けてい る。2021年 第 3四 半 期 末 に 確 定 しているプロジ

ェクトに 関 して、資 本 財 協 会 （CB C）の最 新 報 告 書 に 反 映 されているように、2022年 の鉱

山 投 資 は前 年 比 5％増 の合 計 70億 8 , 100万 米 ドルと予 想 され、成 長 は限 定 的 と考 えられ

る。 

 制 憲 議 会 環 境 委 員 会 で 一 般 承 認 された 鉱 業 の 国 有 化 条 文 案 や 鉱 業 ロイ ヤルテ ィ 法

案 などの問 題 があるため先 行 きは不 透 明 であり、鉱 山 部 門 が、当 初 のレベルの投 資 に応

じることができるかどうか疑 問 がある。不 確 実 性 は、投 資 判 断 の期 待 値 やリスク認 知 に影

響 を与 える。カスティージョCBCゼネラルマネージャーは、この分 野 のプロジェクトには多 額

の投 資 が必 要 なため、国 内 外 の民 間 投 資 にとって、長 期 的 に安 定 した 条 件 が常 に重 要

であると述 べた。 

 また、同 氏 は、同 報 告 書 では、パンデミックの影 響 も検 証 されており、例 えば、2020年 は、

2019年 と比 較 して実 質 30 . 8％減 の46億 2 , 600万 米 ドルであったが、最 低 である2016年 の

36億 9 , 7 0 0万 米 ドルと は比 較 に ならない ほどポジテ ィブな数 値 であった 。一 方 、2021 年 の

予 測 は、年 間 で45 . 6%の拡 大 が見 込 まる。これは、コロナに起 因 する投 資 の取 り込 み、調

整 、変 更 の結 果 であり、それほど長 くは続 かない。2021年 後 半 から非 常 に 好 調 に 推 移 し、

プロジェクトの継 続 性 は高 くなるが、2021年 前 半 を超 えないだろうと述 べた。 

 一 方 、5年 間 の新 規 プロジ ェクト と投 資 額 の推 移 を 見 ると、2020年 第 2四 半 期 より は高

いものの、過 去 4四 半 期 と比 較 すると最 低 の水 準 であり、本 調 査 の中 でも低 い状 況 。また、

チリの鉱 山 ポートフォリオは縮 小 傾 向 にあるが、大 型 の新 規 プロジェクトについては、開 発

やそ の他 の建 設 ・プ ラ ント などが取 り 込 まれ てい る。この 点 に つ い て、高 い 銅 価 格 水 準 は

現 在 のプロジ ェクトへの投 資 に 有 利 に 働 き 、この状 態 が維 持 さ れる限 り 継 続 されるだ ろう

と述 べた。11日 の銅 の終 値 でポンドあたり4.55米 ドル、月 間 平 均 は4.49米 ドル、年 間 平 均

は4.45米 ドルとなった。 

 2021年 から2025年 の5年 間 で、国 の総 額 の31 . 2%に相 当 する217億 8 , 900万 米 ドルの投

資 計 画 、83プロジェクトが予 定 されてい る。このうち、国 家 プロジ ェクトが27 . 3％、民 間 プロ

ジェクトが72 .7％となっている。投 資 の多 くは北 部 に集 中 しており、タラパカ州 の61億 9 ,500

万 米 ドルがトップ、次 いでアタカマ州 の55億 8 ,600万 米 ドル、アントファガスタ州 の35億 2 ,80

0万 米 ドル。その他 、オヒギンズ州 の22億 5 , 200万 米 ドル、コキンボ州 の9億 200万 米 ドル、

バルパライソ州 の4億 400万 米 ドル、首 都 圏 州 の1億 6,200万 米 ドルとなっている。 

 

（７） 今 後 のチリの投 資 計 画 ：報 道  
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2月 17日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、今 後 のチリの投 資 計 画 について報 じた。 

資 本 財 協 会 （CBC）の最 新 報 告 書 によると、2021年 12月 31日 現 在 、2025年 までに1, 2

14プロジェクト、約 717億 4 ,400万 米 ドルの投 資 計 画 が予 定 されており、うち68％が民 間 資

金 、 32 ％が 公 共 資 金 に よ る もの 。ま た 、 建 設 が5 8 ％、 技 術 開 発 が3 6％ 、 20 2 1 年 完 了 が

6％となっている。 

2021年 から2025年 の計 画 は、主 に新 規 案 件 により2 . 85％増 加 。年 別 では、鉱 山 開 発

の延 期 などに より1 . 2 4％減 少 した2021年 を除 き 増 加 。エネルギ ー、公 共 事 業 、更 に 鉱 業

も増 加 。特 に、労 働 集 約 型 の取 組 みである公 共 事 業 は、雇 用 創 出 にもプラス効 果 がある。 

地 域 別 では、 首 都 圏 州 、ア ント ファ ガ スタ州 、ア タカ マ州 、 タラ パカ 州 に 集 中 してお り 全

体 の57%を 占 める。首 都 圏 州 では公 共 事 業 と不 動 産 開 発 が大 半 を 占 め、他 3 地 域 は鉱

業 とエネルギーが占 めている。バルパライソ州 から南 の地 域 では、公 共 事 業 の割 合 が最 も

高 い。た だし、オヒギ ンズ州 はコデルコの投 資 が大 半 を 占 め、マウレ州 とマガジャネス州 で

は、エネルギーの割 合 が高 い。分 野 別 では、民 間 鉱 業 （23%）、州 公 共 事 業 （18%）、コンセ

ッション（13%）、発 電 （12%）、住 宅 建 設 （9%）、州 鉱 業 （8%）となっている。 

2021年 の最 終 四 半 期 に5年 間 で21億 5100万 米 ドルの78プロジェクトの新 規 計 画 が追

加 され、そ の殆 どがエネルギー（54％）と公 共 事 業 （20％）であった。一 方 、この新 規 計 画

数 は少 なく、不 動 産 やエネルギー分 野 を中 心 に、4億 4700万 米 ドルの6プロジェクトが取 り

やめられた。同 協 会 は、一 般 的 に 、不 確 実 性 は投 資 のリ スク要 因 であり、今 年 中 に新 た

な経 済 ・政 治 シ ナリ オ が明 らかになれば、現 在 の中 長 期 的 な予 測 に 影 響 があ るかどうか

を判 断 できると述 べた。 

 

（８） マリクンガ塩 田 リチウム探 査 の開 始 ：報 道  

2月 17日 付 当 地 紙 「 エルメルクリオ 」は、コデルコがマリ クンガ 塩 田 でリチ ウム 探 査 を 開

始 する旨 報 じているところ、右 概 要 以 下 のとおり。 

17日 、コデルコは最 終 的 な事 業 許 可 を 取 得 して、ア タカ マ州 のマリクンガ 塩 田 でリチ ウ

ム 探 査 を 開 始 す るこ とに なった 。 掘 削 は 3 月 下 旬 から 約 1 0ヶ 月 間 行 われ る 予 定 。そ の結

果 、 特 に 採 掘 場 のか ん水 に 含 まれ るリ チ ウ ム 濃 度 に 応 じて、 次 の開 発 を 継 続 する こ とが

環 境 的 ・経 済 的 に可 能 かどうかを判 断 する。 

2016年 の「国 家 リチウム政 策 と塩 田 ガバナンス」に基 づき、コデルコは鉱 業 省 とともに、

社 会 ・経 済 ・ 環 境 へ の配 慮 を 考 慮 し、 官 民 パート ナ ーシ ッ プに よる 開 発 の 実 現 可 能 性 を

評 価 するよ う委 託 さ れた 。2018年 に は探 鉱 計 画 と１ 年 間 の塩 田 の環 境 状 況 を 盛 り 込 ん

だ環 境 影 響 評 価 書 の作 成 を開 始 。2020年 初 頭 に提 出 し、同 年 11月 に環 境 適 格 性 評 価

を取 得 。以 降 、関 係 機 関 への許 可 申 請 や国 家 地 質 採 掘 局 等 に書 類 を提 出 し、プロセス

が本 年 1月 に終 了 した。 

 しかし、この事 業 には賛 否 両 論 があり、1月 にSa la res  de l  No r te社 が、財 務 省 及 びコデ

ルコの子 会 社 Sa l a r  d e  Ma r i cun ga  SpAに対 し、塩 田 探 査 を許 可 したこれらの行 政 行 為

を無 効 とするよう、サンチャゴ裁 判 所 に訴 訟 を起 こし係 争 中 である。 

 

（９） 地 下 鉄 7号 線 建 設 工 事 開 始 ：大 統 領 府 プレスリリース 

 2月 17日 、チリ 大 統 領 府 は、ピニ ェラ大 統 領 が地 下 鉄 7号 線 の建 設 工 事 を 開 始 する旨

発 表 した。 
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 1 7日 、ピニェラ大 統 領 は、首 都 圏 州 の7地 区 を結 ぶ新 たなサンティアゴ地 下 鉄 7号 線 の

建 設 工 事 を開 始 する旨 発 表 。完 成 すれば19駅 、全 長 26km、路 線 所 要 時 間 37分 、受 益

者 1,365 , 000人 となる。レンカ、セロ・ナビア、ビタクラの３区 が初 めて路 線 に組 み込 まれる。

フッ ト 運 輸 ・通 信 大 臣 、フリ オ 経 済 ・振 興 ・ 観 光 省 経 済 担 当 次 官 、クリステ ィーナ 財 務 省

予 算 局 長 、ルイス・メトロ会 長 及 び関 係 当 局 が発 表 会 に同 席 した。 

 同 大 統 領 は 、社 会 的 ・ 地 域 的 な 平 等 性 を 高 め、より 良 い 機 会 のあ る都 市 や国 の 建 設

に貢 献 する。地 下 鉄 は全 てのチリ人 の財 産 である。7号 線 は、安 全 性 、快 適 性 、サービス

の質 、ユニバーサルア クセス、空 調 、最 先 端 技 術 、最 大 限 の安 全 性 など、高 い 水 準 も備

えており、これは生 活 の質 にも貢 献 する。このような近 代 化 と拡 張 により、チリの地 下 鉄 が

世 界 で最 も近 代 的 で、最 も広 く、最 も充 実 し、最 もサービスの良 い地 下 鉄 の一 つになりつ

つあることを大 変 うれしく思 うと述 べた。 

 本 事 業 の投 資 額 は25億 2 ,800万 米 ドル、ピニェラ政 権 が推 進 する雇 用 回 復 に貢 献 し、6

年 間 の建 設 期 間 中 に 22 , 000人 の雇 用 を創 出 予 定 。今 年 の第 2四 半 期 に掘 削 を 開 始 す

る。建 設 には、初 めてトンネル掘 削 機 が使 用 され、土 地 収 用 、住 民 移 転 、騒 音 公 害 を回

避 し、環 境 への影 響 を大 幅 に軽 減 することができる。今 後 、地 下 鉄 整 備 は、新 8号 線 、新

9号 線 の建 設 、2号 線 、3号 線 、4号 線 の延 長 が計 画 されている。 

 

（１０） 今 後 の鉱 業 界 の課 題 ：報 道  

 2月 18日 付 当 地 紙 「 エルメルクリ オ」は、今 後 の鉱 業 界 の課 題 に ついて専 門 家 とのイン

タビュー記 事 を報 じた。 

 国 内 及 び世 界 の鉱 業 界 は、今 後 10 年 間 に 重 要 な課 題 に 直 面 しなけ ればならない 。市

場 の 需 要 が 高 ま る 一 方 で 、 地 域 レ ベ ル で の 政 治 情 勢 な ど 様 々 な 問 題 に 加 え 、 供 給 が

益 々厳 しさを増 すことになる。 

 グア ハルド・プラスマイニ ング （鉱 業 コンサルタント ）代 表 は、例 えば、需 要 増 に 伴 う生 産

拡 大 への 対 処 、 プロ ジ ェクト の遅 延 へ の対 処 などに 必 要 な 政 治 的 、 規 制 的 課 題 の 増 加

が非 常 に顕 著 である。需 要 はあるのに、供 給 が厳 しいという現 実 を見 れば、今 までとは違

うやり 方 を しなければならない。業 界 はより 多 くの技 術 的 課 題 に 対 応 するた め、保 守 的 な

ア プロ ーチ を 改 め、 技 術 革 新 へ の 対 応 を 加 速 させな け れば ならな い 。 さらに 、 CO 2 排 出 、

鉱 滓 、人 材 確 保 の問 題 に対 して、セクターごとに解 決 に取 り組 む必 要 があると述 べた。 

 同 代 表 との質 疑 応 答 は以 下 のとおり。 

（問 １）業 界 が置 かれている状 況 はどの程 度 切 迫 しているか。 

（答 ）今 後 数 年 間 は、とてつもなくチ ャレンジ ング で、危 機 がすぐそ こまで来 ており 、様 々な

分 野 で危 機 が起 こる可 能 性 がある。問 題 解 決 には相 当 の努 力 が必 要 であり、今 後 、いく

つもの危 機 に直 面 する可 能 性 がある。 

（問 ２）今 後 も鉱 物 の供 給 が盛 んであると思 えるが、何 をすればよいか。 

（答 ）今 後 、銅 の代 替 リスクを引 き起 こす可 能 性 がある。供 給 問 題 に直 面 すると、鉱 物 を

代 替 するインセンティブが強 くなる。価 格 上 昇 と見 れば吸 収 できるが、業 界 の対 応 が見 え

なければ不 安 になるため、業 界 は中 長 期 的 な課 題 への対 応 に配 慮 する必 要 がある。 

（問 ３）チリはこの状 況 をどのように活 かせるか。 

（答 ）きちんとした分 析 が必 要 で一 番 大 切 なこと。課 題 は、国 際 的 な技 術 的 ビジネスの視

点 を持 つこと。そのため、国 内 で今 のような激 しい政 治 的 プロセスが行 われているとき、物
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事 を単 純 化 し、迅 速 な答 えを求 める傾 向 があるが、業 界 はそうではなく、深 い理 解 と長 期

的 な解 決 策 の追 求 が 必 要 であ る。 分 析 が長 期 的 で 非 常 に 複 雑 であ るに も関 わらず、 目

まぐるしい、単 純 化 されすぎた変 化 の時 代 に陥 ることが最 も心 配 。 

（問 ４）このような状 況 の中 で新 たな鉱 業 ロイヤルティの可 能 性 をどのように捉 えるか。 

（答 ）鉱 業 の貢 献 度 を高 める余 地 があるのは明 らかだが、最 終 的 に課 される税 負 担 が鉱

業 の吸 収 能 力 を超 えることがあってはならない。国 際 市 場 のチャンスを本 当 に生 かしたい

のなら、投 資 を 呼 び 込 まなけ ればならない 。しかし、税 負 担 が 一 定 限 度 を 超 えると、 鉱 業

の発 展 が損 なわれることになる。 

（問 ５）プラスマイニング社 は、どのような準 備 をしているのか。 

（答 ）最 近 、業 界 の多 くの課 題 となり、事 業 の発 展 を益 々困 難 にしているESG分 野 に関 し

て専 門 家 と共 同 契 約 を締 結 したところである。 

 

（１１） カンデラリア鉱 山 投 資 計 画 発 表 ：報 道  

2月 19日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、ルンディン・マイニング 社 （加 ）がカ ンデラリア 鉱

山 の投 資 計 画 を発 表 した旨 報 じた。 

今 般 、ルンディン・マイニング社 （加 ）は、今 年 度 の投 資 計 画 を発 表 。とくにミネラ・カンデ

ラリア鉱 山 （※住 友 金 属 鉱 山 16％、住 友 商 事 出 資 4％出 資 ）の開 発 に注 力 する計 画 。 2

021年 度 第 4四 半 期 決 算 で利 益 が8億 2 , 0 00万 米 ドルに 達 し、前 年 度 の2億 2 , 5 00万 米 ド

ルと 比 較 す る と 、 そ の 差 は 歴 然 。 今 年 度 は 、 銅 の 総 生 産 量 が 2 0 ％ 増 加 す る 見 込 み。 同

鉱 山 への投 資 見 込 額 は3億 7 , 000万 米 ドルとし、事 業 全 体 の投 資 見 込 額 6億 5 , 50 0万 米

ドルの半 分 以 上 、生 産 量 は、2021年 の151 , 719 tから、2022年 は155 , 000～165 , 0 00 tを予

測 。これに伴 い、生 産 コストは2021年 の1 . 5 1米 ドルから1 . 55米 ドルに上 昇 するとの見 通 し

を示 した。 

 ピーター同 社 社 長 は、鉱 山 拡 張 計 画 について、調 査 は実 質 的 に完 了 しており、一 連 の

ESGメリットに加 えて、年 間 2万 t以 上 の銅 が追 加 される。しかし、現 在 プロジェクトは2桁 の

プラスのIR Rを 示 して い るが、鉱 業 ロイ ヤルティの変 更 を 見 て、そ れをモ デルに 織 り 込 んで

影 響 を 判 断 するのが賢 明 であり 、我 々の進 むべき 道 に どのような変 化 があ るのかを 見 極

めるまで待 つことにする。もし、変 更 後 、それでも強 いIRRが示 されれば、プロジェクトを進 め

るだろ うと述 べた 。また、鉱 業 ロイ ヤルティの変 更 は、新 政 権 が 発 足 する3月 11日 以 降 に

明 確 になるだろうと述 べた。 

 

（１２） ドバイ博 覧 会 でのチリデー：報 道  

2月 21日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、ドバイ博 覧 会 でのチリデーについて報 じた。 

チリにとって重 要 な1週 間 がExpo  Duba iで開 催 される。26日 のチリデーは、代 表 団 がU

AE 代 表 者 と 文 化 的 交 流 を 予 定 。また 、2 2 日 から 25 日 を 中 小 企 業 週 間 と し 16 社 の チ リ

企 業 代 表 団 がUAEでの活 動 に 参 加 し、自 社 製 品 を 紹 介 するなど出 荷 の促 進 を 目 指 す。

参 加 する中 小 企 業 の中 には、アリカ・パリナコタ州 の砂 漠 での農 業 を 可 能 に する技 術 を

開 発 した 企 業 、オヒギ ンズ 州 のフルーツや野 菜 の加 工 品 を 製 造 ・販 売 する企 業 。ア イ セ

ン州 のパタゴニア州 で栽 培 する花 の企 業 などが参 加 する予 定 。 

 オライアンProCh i l eジェネラルディレクターは、イベントの目 的 は、輸 出 業 者 が製 品 やサ

ービスを 出 荷 するこ と 。昨 年 は、UA Eへの輸 出 を 行 う 中 小 企 業 が13％増 加 。 今 後 数 年
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間 、UAEやMENA諸 国 （中 東 ・北 アフリカ諸 国 ）への浸 透 を固 めながら拡 大 を考 えており、

中 小 企 業 週 間 を開 催 し、企 業 がビジネスミーティングを行 い、様 々な国 の企 業 などとつな

がることを 求 めてい る。チリ館 がビジネスセンターとして機 能 しており、経 済 回 復 を 目 指 し、

昨 年 10月 の開 催 以 来 80社 以 上 の企 業 が集 まっていると述 べた。 

 また、中 小 企 業 週 間 では、チ リの各 州 から最 高 のオ ファ ーを 提 供 し、単 に 原 材 料 を 輸

出 してい るのではない ことを 示 すという考 えのもと企 業 が参 加 予 定 。過 去 5年 間 でチリ の

輸 出 額 は1億 3 , 0 00万 米 ドルから2億 1 , 800万 米 ドルになったが、これは主 に従 来 の出 荷

額 に 加 え、 国 内 の輸 出 業 者 のイ ノベ ーシ ョ ンに よって説 明 でき る 。現 在 、ベ ビーフ ード や

塗 料 、硝 酸 カリウムなどを市 場 に出 荷 しており、今 後 も新 しい分 野 に賭 けていきたい。選

ばれた企 業 は、多 様 で非 常 に革 新 的 な提 案 をすることで、輸 出 を多 様 化 し、チリの市 場

認 知 を拡 大 することができると述 べた。 

ProCh i l eによると、昨 年 、UAEへの出 荷 額 が最 も伸 びた分 野 は、林 業 310億 米 ドル（2

020年 比 105％増 ）、ワイン60億 米 ドル（68％増 ）、漁 業 ・水 産 養 殖 110億 米 ドル、サービ

ス 1 0 億 米 ド ル 。 農 畜 産 物 は 8 8 0 億 米 ド ル （ 3 ％ 増 ）に 達 し た 。 中 小 企 業 は 2 0 2 0 年 比 で1

3％増 加 し221 社 （202 0年 は198社 ）が 出 荷 。製 品 はクルミ2 , 5 0 0 万 米 ドル（32 . 4％）、 製

材 ・木 材 2,300万 米 ドル（204％）、サケ、トラウト1 ,000万 米 ドル（36 . 2％）などで、コロナ前

の出 荷 額 に達 した。 

   

（１３） イン加 国 際 貿 易 大 臣 へのインタビュー：報 道  

2月 20日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、イン加 国 際 貿 易 大 臣 へのTPP11に関 するイン

タビュー記 事 を報 じた。 

イン加 国 際 貿 易 大 臣 は、当 紙 とのインタビューで、加 がTPP11  に期 待 すること、コロナ

が通 商 に及 ぼす影 響 、制 憲 プロセス後 のチリとの関 係 性 などについて語 った。コロナ感 染

拡 大 に よ るサプ ライ チ ェー ンの 危 機 や、 多 数 の 国 が TP P 11への 加 入 に 関 心 を 示 すな ど、

国 際 貿 易 が世 界 中 で議 論 の中 心 になっている中 、加 は世 界 の主 要 経 済 国 として、意 思

決 定 に深 く関 わっている。 

 同 大 臣 との質 疑 応 答 は以 下 のとおり。 

（記 者 の問 １）加 は署 名 後 すぐにTPP11を批 准 したが、加 にとって最 も価 値 のある条 約 の

特 徴 は何 か。 

（「イ」大 臣 ）トルドー首 相 が率 いる進 歩 的 な加 政 府 は、経 済 成 長 を支 援 しているが、それ

が真 に 包 摂 的 な方 法 で行 われることを 約 束 してい る。そ のた め、TPP 11の包 括 的 かつ

進 歩 的 な部 分 に加 は高 い関 心 をもっている。労 働 や環 境 などに関 する基 準 も含 め、誰

もがこれをゴールドスタンダードと呼 んでいる。また、TPP11は中 小 企 業 や起 業 家 による

ビジ ネ ス へ の 参 入 も 可 能 に し て い る 。 本 当 に 国 民 の 経 済 的 繁 栄 を 実 現 す る た め の 手

段 である。批 准 以 来 、他 の締 約 国 との貿 易 は7％以 上 増 加 。これらの市 場 で成 長 する

ことは、加 において良 い雇 用 を生 み出 すことにつながる。より重 要 なことは、貿 易 の恩 恵

がより多 くの企 業 や起 業 家 、特 に従 来 は十 分 な存 在 感 を示 していなかった人 たちに届

くこと。 

（記 者 の問 ２）当 初 、米 国 らがTPP11を意 図 したのは、中 国 に対 する対 抗 からであったが、

米 は協 定 から外 れ、むしろ中 を含 む他 の国 々が加 入 を希 望 しているが、新 しいパートナ

ーを迎 えることについて、加 はどのような立 場 をとっているのか。 
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（「イ」大 臣 ）TPP11における意 思 決 定 は、コンセンサスによる。パートナーとして、全 てを一

緒 にやっている。この条 約 には基 準 があり、加 入 を希 望 する全 ての国 、エコノミーがそれ

を満 たさなければならない。現 在 、英 国 の加 入 プロセスを進 めているが、加 入 を 希 望 す

る誰 もがその高 い 基 準 を満 たすことが重 要 である。それは、締 約 国 の中 でコンセンサス

が得 られていることである。 

（記 者 の問 ３）加 からすると、その基 準 を満 たした国 であれば、TPP11に加 入 できるのか。 

（「イ」大 臣 ）これらの基 準 を満 たす必 要 があるということであり、加 はそのためにパートナー

と協 力 し続 ける。 

（記 者 の問 ４）チリはTPP11の創 設 国 の一 つだが、まだ批 准 していない。これは加 との二 国

間 関 係 で問 題 になるか。 

（「イ」大 臣 ）加 とチリは、人 と人 との強 い絆 で結 ばれている。特 に貿 易 に関 して多 くの共 通

点 をもっている。共 に、包 摂 的 貿 易 グループと貿 易 とジェンダーに関 する国 際 協 定 の一

員 。TPP11は、チリ人 にとっても真 のメリット、包 括 的 な成 長 の機 会 となる。両 国 の経 済

政 策 の多 くは、この包 摂 的 経 済 、スマートエコノミーのアプローチによって導 かれており、

重 な る 部 分 が 多 い 。 T P P 11 が 国 民 や 企 業 に どの ような 利 益 を も た らす かと い う 観 点 で

見 るべき。その中 には、中 小 企 業 だけでなく、女 性 のビジネスや、人 種 や移 民 グループ

のビジネ スも含 まれる。TPP 11は、より 包 摂 的 な経 済 を 作 るという目 標 を 達 成 するた め

の良 い 手 段 であ る。もう一 つ 共 通 してい るのは、気 候 変 動 に 立 ち向 かうという目 標 。そ

して、ボリ ッチ 次 期 大 統 領 と「ト 」首 相 のリ ーダ ーシッ プのもと、両 国 は投 資 と未 来 の 雇

用 の創 出 に非 常 に力 を入 れている。 

（記 者 の問 ５ ）二 国 間 関 係 につい て、チリの加 企 業 が当 国 鉱 業 に参 加 してい る。チリ は、

新 憲 法 起 草 中 にあり、財 産 権 や労 働 権 など、貿 易 や投 資 に影 響 を与 えかねない条 文

案 が飛 び交 っているが、加 企 業 家 に懸 念 はあるか。 

（「イ」大 臣 ）自 分 が大 臣 に 就 任 して最 初 に 会 ったのは、チリのカ ウンターパートであ るが、

加 とは二 国 間 関 係 、とくに 貿 易 関 係 も大 切 にすると述 べていた 。そして、それ以 来 、一

緒 に仕 事 を続 けている。チリの主 権 的 な決 定 にコメントするつもりはないが、言 いたいこ

とは、加 とチリは協 力 し合 えるということ。気 候 変 動 、労 働 者 の保 護 、包 摂 的 貿 易 の分

野 で協 力 できることを知 っている。そこにチャンスがある。これらは、共 通 の課 題 であり、

これからも共 に取 り組 んでいかなければならない。 

（記 者 の問 ６ ）グ ローバルなレベルで、加 はコロナの影 響 を 受 け たサプライチ ェーンの問 題

や、最 近 の抗 議 活 動 の問 題 にどのように対 処 しているのか。 

（「イ」大 臣 ）サプライ チェーンは、全 ての人 の最 優 先 事 項 でもあ る。コロナは、世 界 のサプ

ライチェーンに混 乱 をもたらし、加 にも影 響 を及 ぼした。チリも参 加 し、日 本 、韓 国 、EUも

参 加 してい る 加 が 主 導 した オ タワ ・グ ルー プは、コロナ 時 に 発 生 した サプライ チ ェー ン を

含 む世 界 貿 易 シ ステ ムの問 題 に 対 処 するために 集 まったもの。当 初 、約 90カ 国 が200

以 上 の輸 出 制 限 を課 していた。そのため、サプライチェーンや物 資 の流 れ、特 に必 要 な

医 薬 品 や食 料 供 給 に問 題 が生 じたことは明 らか。そ こで、このような状 況 を 把 握 し、シ

ステ ム を より 強 固 な も のに す る た め に 、 貿 易 と 健 康 イ ニ シ ア チ ブ を 創 設 。 世 界 に お け る

貿 易 ルールの確 保 と強 化 のためにWTOで本 イニシアチブを提 案 しところ50以 上 の加 盟

国 が賛 同 。 
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（１４） ノット社 とハインツ社 による合 弁 会 社 設 立 ：報 道  

2月 23日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」が、新 興 食 品 企 業 ノット社 （No tCo . ）が世 界 的 な

大 手 食 品 企 業 ハインツ社 と合 弁 会 社 を設 立 することについて報 じた。 

 ２２ 日 、ノット 社 は、世 界 的 な規 模 で植 物 性 食 品 を 提 供 するた めの合 弁 会 社 を 、ハイン

ツ社 と設 立 することを発 表 した。この提 携 はチリの新 興 企 業 が世 界 的 に大 きく飛 躍 するこ

とを 意 味 し 、 特 に 課 題 と な って い た マー ケ ッ ト 認 知 が 飛 躍 的 に 向 上 す る こ と を 意 味 す る 。

（当 館 注 ：ノット社 はチリの新 興 食 品 企 業 であり、植 物 由 来 の乳 製 品 代 替 品 、代 替 肉 等

を製 造 。北 米 市 場 にも進 出 する等 、近 年 急 速 に拡 大 。当 地 のコーヒーチェーン・スターバ

ックスには、ノット社 の代 替 肉 を使 用 したサンドイッチ等 が提 供 されている。） 

 新 会 社 の名 称 は「The  K r a f t  He i n z  No t  Company  LLC」、本 社 は米 国 シカゴに置 か

れ、新 会 社 のCEOにはNotCoの現 北 米 ディレクターのルウチョ・ロペス・メイ（Lucho  Lopez

-May ）氏 が就 任 する。新 会 社 の出 資 比 率 や想 定 される投 資 の詳 細 は明 らかに されてい

ない 。また 、ノッ ト 社 と ハイ ンツ 社 の 製 品 は 一 部 重 複 してお り 、 今 後 両 社 間 で 調 整 を 図 る

必 要 がある。しかし新 会 社 は、欧 州 ・アジア、アメリカ、アフリカというハインツ社 がカバーす

る全 地 域 で、植 物 由 来 の製 品 を 供 給 する予 定 であり、今 年 中 に最 初 の製 品 を発 売 する

ことを計 画 している。 

 

（１５） 次 期 外 務 省 国 際 経 済 関 係 担 当 次 官 ：報 道  

2月 20日 付 当 地 電 子 メディアEX-ANTEは、次 期 外 務 省 国 際 経 済 関 係 担 当 次 官 （SU

BREI）の人 物 像 や考 え方 について報 じた。  

 ア ウマダ 次 期 次 官 はTP P 11の反 対 論 者 。米 国 とのF TAに 疑 問 を 呈 する書 籍 の著 者 で

あり、FTAがチリの生 産 面 の変 革 を制 限 しているという考 え方 の擁 護 者 である。ボリッチ次

期 大 統 領 にF TAの影 響 に 疑 問 を 呈 し、その見 直 しを 提 案 した「ア 」が、次 期 SUBR E Iを 引

き継 ぐことになる。 

しかし、ウレホラ次 期 外 務 大 臣 は、FTAの見 直 しは一 方 的 なものではなく、貿 易 の法 的

安 定 性 に疑 念 をもたらすものでもない、また、加 及 びNZの首 相 と会 談 した後 「ボ」はTPP1

1の批 准 反 対 について再 検 討 することもあり得 ると述 べた。「ア」と親 しい人 たちは、彼 は現

実 主 義 者 で、学 術 的 な立 場 と政 治 的 な現 実 、「ボ」の方 針 とを 区 別 することができると述

べてい る。 また、「ウ」は外 国 からの投 資 は必 要 だが、新 しい 開 発 モ デルに 適 応 させなけ

ればならないと、「ア」を擁 護 する発 言 もあった。  

 「ボ」の首 席 経 済 顧 問 であったグラウ次 期 経 済 ・振 興 ・観 光 大 臣 は、「ア」の素 晴 らし

い本 を読 んだが、そこにはチリの貿 易 政 策 の全 てが検 討 されている、また、自 由 貿 易 協 定

とい うものは、国 が持 つ政 策 の幅 を 制 限 している面 はあ ると述 べている。「ア 」は、昨 年 10

月 、FTAが長 期 的 な安 定 を 保 証 する産 業 政 策 を 国 家 が実 施 する余 地 を制 限 している場

合 は、いくつかの特 定 の要 素 を見 直 す必 要 があると述 べた。以 前 、「ボ」も、米 国 とのFTA

で、米 国 の投 資 家 に国 内 コンテンツの割 合 を課 すことを禁 止 している、投 資 の鍵 を握 る条

項 の見 直 しを提 案 した際 にも、同 じ主 張 を展 開 していた。  

 「ア」はケンブリッチ大 学 で指 導 官 である韓 国 の経 済 学 者 ハジュン・チャン氏 に師 事 し

た。同 氏 は、生 産 的 変 革 において、より積 極 的 な国 家 という考 え方 の世 界 的 主 導 者 であ

り 、国 家 の 役 割 を 介 入 的 ・所 有 者 的 とい うより もより 指 導 的 な ものと理 解 してい る。 同 氏

は、公 共 研 究 センター（CEP）とチリ 大 学 国 際 問 題 研 究 所 （「ア」教 授 ）の招 きで、2019年
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にチリを 来 訪 。当 時 、既 に 拡 大 戦 線 （FA）は同 氏 の思 想 に 傾 倒 していた 。また 、「ア 」は、

ケンブリッジ大 学 で出 会 ったリカルド・フレンチ・デイヴィス（チリ経 済 学 者 ）やステファニー・

グリフィス・ジョーンズ（チリ国 際 金 融 ・経 済 学 者 ）とのネットワークを持 っている。  

 「ア」は、ディエゴ・ポルタレス大 学 で政 治 学 を学 び、ECLACでインターンをして、そこで

初 めて韓 国 人 の著 書 を手 にした。その中 で、国 際 的 な経 済 体 制 が国 家 の発 展 にどのよう

に役 立 ち、また、どのように制 限 するかを研 究 することに関 心 を持 つようになった。その後 、

コンプルテ ンセ大 学 で国 際 経 済 学 の修 士 号 を 取 得 し、ロンドン・スクール・オブ・エコノミク

スで開 発 学 の修 士 号 を取 得 し、ケンブリッジ大 学 に進 学 した。大 学 時 代 は社 会 党 （PS）で

過 激 派 として活 動 していたが、2010年 にPSの方 向 性 に不 満 をもって離 党 。ケンブリッジ大

学 での留 学 （民 主 革 命 党 （RD）の指 導 者 と共 同 研 究 ）を経 て、FAに接 近 。RDでは、2017

年 からそ の研 修 セン ターに 招 聘 されてい る 。「ア 」は、「ボ 」がF Aの大 統 領 候 補 に なると同

時 に「グ」に誘 われてチームに参 加 。  

 選 挙 期 間 中 、「チャ」教 授 はラテルセラ紙 とのインタビューで、「ボ」は社 会 民 主 主 義 者 で

あり、チリは急 進 的 になるべきだが、そこに至 るには漸 進 主 義 と現 実 主 義 が必 要 と述 べ、

官 民 協 力 関 係 の意 義 を強 調 した。「ア」はガブリエル・パルマ教 授 （ケンブリッジ大 学 教 授 、

TPP11断 固 反 対 ）とも親 しくしたが、同 教 授 は彼 ほど過 激 ではない。そして、「ア」はアルベ

ルト・マイヨール（社 会 学 者 ）と新 自 由 主 義 モデルについて執 筆 している。   

 米 国 とのFTAに対 する「ア」の批 判 は、修 士 論 文 と著 書 で詳 述 されている。「ア」は、199

0年 代 のチリのFTAによる世 界 経 済 への統 合 は、輸 出 の多 様 化 や専 門 化 に失 敗 したため、

著 しい 消 耗 の兆 候 を 見 せていると述 べた 。「世 界 経 済 に おけるチ リ：停 滞 の政 治 経 済 」と

いった彼 の著 作 のタイトルが、それを示 唆 している。 

 「ア 」の主 張 は、要 旨 以 下 のとおり。一 次 産 品 も加 工 された 天 然 資 源 も、チリが長 期

にわた って持 続 的 な成 長 を 遂 げ ることを 可 能 に しない 。外 国 からの投 資 は、発 展 や生 産

性 の多 様 化 の源 にもなっていない。TPP11は、FTAを深 化 させるが、非 常 に 小 さな利 益 し

か受 けないので心 配 。また、TPP11による成 長 は、商 品 価 格 に依 存 し、一 方 、それは我 々

が持 続 可 能 な成 長 のための生 産 構 造 を 変 更 することができ る産 業 政 策 のた めの余 地 を

制 限 する。そ して、バリュ ーチ ェーンへの貢 献 には、資 源 の採 取 から得 られる収 入 の 単 な

る横 取 りから抜 け 出 せず、外 国 投 資 から国 の生 産 部 門 への技 術 移 転 という補 完 的 な政

策 がなければならない。そのためには、投 資 家 が利 益 の一 定 割 合 を国 内 に再 投 資 しなけ

ればならないようなルールを課 す必 要 がある。TPP11は、投 資 家 が輸 出 品 に国 産 コンテン

ツの割 合 を要 求 したり、利 益 の国 外 持 ち出 しを制 限 することを禁 止 する条 項 （これは全 て

の投 資 家 を平 等 に扱 うためのもので、自 由 貿 易 協 定 には何 十 年 も前 からある一 般 化 した

規 則 であるが）を妨 害 している面 が問 題 。  

ノルウ ェー 、スウ ェー デン、 フィ ンラ ンド とい った 北 欧 の 事 例 を 分 析 し、 積 極 的 な 国 家 の

介 入 によって、これらの国 がいかに生 産 マトリックス（ノルウェーは石 油 、フィンランドは通 信 ）

を変 化 させることで発 展 を遂 げたか、ということを「ア」は主 張 している。「ボ」の生 産 性 転 換

モデルは、こうした考 えから生 まれたもので、融 資 を通 じて投 資 を刺 激 する国 立 開 発 銀 行 、

鉱 業 税 の引 き 上 げ、国 家 資 本 との生 産 的 連 関 の確 立 を 投 資 の条 件 とすることなどが主

たる提 案 として挙 げられる。これは、エルメルクリオ紙 における「ア」との共 同 コラムで「ボ」が

表 明 した 考 えであ り 、 「ハ」 教 授 の 影 響 を 強 く 受 け た もの 。そ こ で、 開 発 銀 行 は 唯 一 の 政

策 ではないが、変 革 を促 すのに非 常 に効 果 的 であると主 張 されている。 
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（１６） 雇 用 促 進 補 助 金 等 の延 長 ：報 道  

2月 22日 、ピニェラ大 統 領 は新 型 コロナウ イルスに かかる経 済 対 策 として実 施 してき た

雇 用 促 進 補 助 金 （IFE  L abo ra l ）及 び育 児 支 援 補 助 金 （Subs id i o  P ro te ge）について、3

月 末 までとされてきた期 限 を6月 末 まで延 長 すると発 表 した。 

22日 に「ピ」大 統 領 は、雇 用 促 進 補 助 金 及 び育 児 支 援 補 助 金 について、6月 末 まで延

長 す る と 発 表 。また 、 「こ れら の 給 付 は 、 全 国 民 に 寄 り 添 い 支 援 す るこ と を 可 能 に した 社

会 保 護 ネ ッ ト ワ ークの 一 部 であ り 、こ の 家 庭 への 直 接 的 支 援 が 、 中 産 階 級 の 経 済 水 準

の維 持 と国 全 体 の経 済 回 復 を後 押 ししている。これほどの直 接 給 付 を国 が実 施 寄 付 をし

たことはかつてなかったこと。」と強 調 するとともに 、議 会 に 対 し、客 年 末 に 同 大 統 領 が発

表 した、保 育 所 へのアクセスに対 する普 遍 的 権 利 を創 設 する法 律 の承 認 を呼 びかけた。 

雇 用 促 進 補 助 金 は、雇 用 回 復 を目 的 に、就 業 した者 に対 して最 大 で報 酬 の60％、月

額 25万 ペソを3ヶ月 間 給 付 するというもの。特 に女 性 や若 者 の給 付 額 が高 く設 定 されてい

る。2021年 9月 から支 給 が開 始 され、既 に 約 75万 人 が受 給 している。当 該 措 置 に より 直

近 の失 業 率 はパンデミック前 の水 準 に回 復 しているが、変 異 株 の蔓 延 等 により労 働 参 加

率 は未 だに 回 復 しておらず、休 職 者 の労 働 市 場 への復 帰 支 援 が継 続 的 な課 題 とされて

いる。 

育 児 支 援 補 助 金 は、2歳 未 満 を育 児 する親 が、保 育 所 のない事 業 所 に勤 務 する際 に、

育 児 資 金 を 支 援 するために 毎 月 20万 ペ ソを3ヶ 月 間 支 給 するというもの。客 年 12月 末 ま

でが期 限 とされてきたが、客 年 末 に「ピ」大 統 領 は、本 年 3月 末 までの延 長 及 び事 業 所 に

おける保 育 所 設 置 を拡 大 する関 連 法 案 の提 出 を発 表 していた。 

他 方 、当 該 発 表 により次 期 政 権 との間 で摩 擦 が生 じている。大 統 領 の発 表 直 後 に行

われた新 旧 財 務 大 臣 の会 談 において、次 期 財 務 大 臣 のマリオ・マルセル氏 は「当 該 措 置

は次 期 政 権 の財 政 運 営 に影 響 を及 ぼすことであり、事 前 通 知 が無 かったことは遺 憾 。以

後 、 次 期 政 権 の 予 算 に 影 響 を 及 ぼす よう な新 た な 措 置 を 取 ら ず、連 絡 を 密 に する こ とを

求 める。」と不 快 感 を 示 した。他 方 、現 大 臣 のロドリ ゴ・セルダ 氏 は「雇 用 を 守 るために必

要 な 措 置 であ り 予 算 に 余 裕 もあ る。そ れに 3 月 1 1 日 ま で 政 権 に い る のは 我 々 であ る。 」と

反 論 した。なお、雇 用 促 進 補 助 金 は、当 初 、客 年 9月 から11月 末 の措 置 とされてきたが、

11月 末 に3月 末 までの延 長 が発 表 され、1.5億 ドルもの財 源 が必 要 とされた。 

次 期 政 権 の反 応 に対 し、さらに現 政 権 側 は反 論 を繰 り広 げ論 争 が拡 大 している。「ピ」

大 統 領 は、「マ」氏 の発 言 に対 し「給 付 金 の延 長 は絶 対 に必 要 であり。次 期 政 権 の反 応

に 驚 い てい る 。」 述 べ た 。また ロドリ ゴ・デ ル ガ ド内 務 大 臣 も「ほ と んどの 国 家 活 動 は 公 的

支 出 を 伴 うもの であ る 。「マ」の 論 理 に 従 え ば、（ 次 期 政 権 が 態 度 を 明 らかに してい な い ）

北 部 地 域 の非 常 事 態 宣 言 の取 り扱 いをどうするのか明 らかにすべき。」と述 べた。他 方 、

次 期 政 権 側 はジョルジオ・ジャクソン次 期 大 統 領 府 長 官 やカミラ・バジェホ次 期 官 房 長 官

が「マ」に同 調 し同 様 の反 論 を繰 り広 げている。 

 

（１７） ケブラダ・ブランカ２の建 設 状 況 ：報 道  

2月 24日 付 当 地 紙 「ディアリオフィナンシエロ」は、テック社 （加 ）のケブラダ・ブランカ２銅

鉱 山 開 発 事 業 の建 設 状 況 を報 じた。 

テック社 （加 ）は、ケブラダ・ブランカ２（QB2）の建 設 を 着 々と進 めている。47億 米 ドルを
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投 資 するこのプロジェクトは、2022年 後 半 に最 初 の生 産 を開 始 する予 定 。進 捗 率 は77％

に達 した。具 体 的 には、港 湾 変 電 所 への通 電 、建 設 が85％以 上 完 了 した海 水 淡 水 化 プ

ラント の運 転 前 試 験 の実 施 、90％以 上 溶 接 された 給 水 パイ プライ ン工 事 、 初 期 テ ーリ ン

グダムの建 設 の85％以 上 完 了 。 

 一 方 、1 月 に オ ミクロ ンの影 響 に より 患 者 が大 幅 に 増 加 し、 工 員 の欠 勤 が増 えた 。 この

状 況 が長 く続 けば、影 響 が発 生 する可 能 性 がある。また、コロナとは関 係 なく、天 候 や鉱

床 の状 況 による特 定 のコストについて、最 大 5％の追 加 投 資 が必 要 になると推 定 される説

明 。 

  QB2建 設 以 降 のQB拡 張 を評 価 した結 果 、次 の開 発 段 階 として、濃 縮 処 理 能 力 を約 5

0%向 上 させるケブラダ・ブランカ・ミル拡 張 （QBME）を決 定 したと発 表 。世 界 有 数 の鉱 床 の

開 発 を 進 める 上 で 最 適 なスケ ジ ュ ールであ ると 同 時 に 、 既 存 のイ ンフラを 活 用 す るこ とで

資 本 効 率 を最 大 化 することができる。QBMEプレフィージビリティスタディは、2022年 第 4四

半 期 に 完 了 予 定 。2026年 に最 初 の生 産 を 予 定 しており、短 期 的 な銅 のポ ートフォリオ に

大 きく貢 献 すると説 明 。 

 

（１８） 次 期 政 権 の労 働 時 間 短 縮 政 策 ：報 道  

2月 24日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ 」は、次 期 政 権 の目 指 す労 働 時 間 の週 45時 間 か

ら40時 間 への短 縮 について分 析 しているところ、右 概 要 以 下 の通 り。 

 22日 、ジャネット・ハラ次 期 労 働 ・社 会 保 障 大 臣 は、パトリシオ・メレロ現 大 臣 と会 談 を行

った際 、次 期 政 権 の重 視 する社 会 政 策 として、若 者 及 び55歳 以 上 の雇 用 、最 低 賃 金 引

き 上 げ 、 年 金 改 革 に 加 え 法 定 労 働 時 間 の4 5 時 間 から 40 時 間 への 短 縮 を 挙 げ た 。 特 に

労 働 時 間 の 短 縮 に つ い て は 、「 生 産 性 や 潜 在 雇 用 率 の 向 上 等 の 措 置 な ど 関 連 す る 事

柄 の段 階 的 見 直 しを通 じ、OECD平 均 に達 することが不 可 欠 。」と述 べた。 

 労 働 時 間 を40時 間 に短 縮 する法 案 については、2017年 に次 期 官 房 長 官 のカミラ・バジ

ェホ 下 院 議 員 （当 時 ）ら共 産 党 が中 心 となり労 働 時 間 を 短 縮 しても賃 金 額 を 変 更 しない

案 を議 会 に提 出 しており、2019年 に下 院 労 働 委 員 会 で承 認 された後 、上 院 労 働 委 員 会

で議 論 されていたが、他 にも5年 かけて週 休 3日 の38時 間 労 働 とする法 案 などが野 党 から

提 出 されたほか、業 界 団 体 からの反 発 も強 く、現 在 棚 上 げされている。 

 OECDの統 計 によると、2020年 の労 働 者 一 人 あたりの年 間 労 働 時 間 は、統 計 のある45

の国 と地 域 のうち上 から8番 目 と長 く、OECD平 均 が1687時 間 に対 しチリは1825時 間 とな

っている。これは生 産 性 の低 さとも関 連 していると言 われている。 

 労 働 専 門 家 であるファン・ブラボ氏 （UDP経 済 状 況 観 察 所 所 長 ）によれば、労 働 時 間 の

短 縮 は、労 働 管 理 コストを減 らすため、生 産 性 の向 上 をもたらすが、時 間 当 たりの賃 金 コ

ストの上 昇 を引 き起 こすという。チリでは、労 働 需 要 の賃 金 弾 力 性 がマイナスである（賃 金

が増 えると雇 用 数 が減 る）ため、時 間 あたり12 . 5％増 えると見 込 まれる賃 金 コストの上 昇

を生 産 性 の向 上 で相 殺 されなければ、雇 用 創 出 には負 の影 響 があるという。このため、企

業 の準 備 期 間 を 充 分 に設 け 、当 局 が労 働 市 場 への影 響 を 評 価 できるように 、段 階 的 に

行 うことが非 常 に 重 要 であ ると述 べた。 なお 同 氏 によると、世 界 138カ 国 で見 ると、平 均

法 定 労 働 時 間 は43 .9時 間 で、チリの方 が若 干 長 いものの、有 給 休 暇 は2.5日 多 い事 を考

慮 すると、世 界 平 均 とそれほど大 きく変 わらないという見 方 もできるという。 

 右 派 系 シンクタンクLyDの トマス・フローレス氏 は、多 くの企 業 では40時 間 に短 縮 された
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としても、5時 間 分 を 残 業 代 として50％の割 増 賃 金 を 支 払 うことになると指 摘 する。また、

労 働 市 場 はまだ パン デミッ クの影 響 を 受 け てい るた め、労 働 市 場 の回 復 ペ ースを 確 認 し

つつ、段 階 的 な実 施 のタイミングを図 るべきと強 調 する。 

 

（１９） ロシアによるウクライナ侵 攻 の経 済 的 影 響 ：報 道  

2月 24日 付 当 地 紙 「ラ・テルセラ」電 子 版 は、ロシアによるウクライナ侵 攻 がチリ 経 済 へ

及 ぼす影 響 について報 じているところ、右 概 要 以 下 の通 り。 

 24日 、ロシアによるウクライナ侵 攻 に関 し、ピニェラ大 統 領 はバルディビア外 務 大 臣 代 行

と会 談 し対 応 を 協 議 した 。同 外 相 代 行 は 、経 済 への影 響 につ いて「ロシアやウクライ ナと

の貿 易 額 は小 規 模 だ が、ウクライナ が主 要 な生 産 国 の一 つ であ る石 油 と小 麦 の価 格 上

昇 の可 能 性 を 通 じて経 済 的 影 響 があ ると見 られ、価 格 推 移 を 引 き 続 き 監 視 する必 要 が

ある。」と述 べた。 

 2021年 中 のチリ・ロシア間 の貿 易 総 額 は8億 2,100万 ドルで、2020年 に比 べ10 .8％増 加

する見 込 み。ただし、両 国 は自 由 貿 易 協 定 を締 結 しておらず、チリにとって対 ロ貿 易 総 額

の全 体 に占 める割 合 は0.4％に過 ぎない。過 去 6年 間 （2016～2021年 ）で考 えると、チリと

ロシ ア の貿 易 総 額 は 年 平 均 1 . 6％の伸 び を 記 録 してお り 、202 1 年 の 貿 易 収 支 はチ リ が4

億 2500万 ドルのプラスであった。 

 2021年 のロシアへの輸 出 額 は6億 2300万 ドルで前 年 から9. 2％減 少 した。過 去 6年 間 で

年 間 平 均 2.9％減 少 している。主 な輸 出 品 目 は、サケ・マス（2億 9200万 ドル）、銅 （1億 50

0万 ドル）、ムール貝 （4500万 ドル）、生 ブドウ（2000万 ドル）である。 

 同 ロシアからの輸 入 額 は1億 9800万 ドルで前 年 に比 べて260％増 加 した。過 去 6間 で年

平 均 30.6％の伸 びを示 している。主 な輸 入 品 は、石 炭 （1億 ドル）、肥 料 （3000万 ドル）、自

動 車 （1300万 ドル）、木 材 パネル（880万 ドル）である。 

 一 方 、ウクライナへの輸 出 は2021年 に5400万 ドルとなり、最 大 の産 品 はムール貝 （1400

万 ドル）、アジ（210万 ドル）、段 ボール（200万 ドル）となっている。 

 貿 易 に関 連 する影 響 として、ロシアに課 される金 融 制 裁 があげられる。仮 にロシアがSWI

FT（Soc ie ty  f o r  Wo r l d  I n te rbank  F inanc i a l  Te lecommun ica t i on）システムから排 除 さ

れた 場 合 、貿 易 に 大 き な支 障 を き た すと 考 える見 方 もあ り 、そ の 場 合 、 特 に サーモ ン、 ム

ール貝 、チーズ、ワイン、生 鮮 果 実 などに影 響 を与 える可 能 性 がある。 

 

（２０） 緊 急 金 融 安 定 理 事 会 の開 催 ：報 道  

2月 25日 付 当 地 紙 「ディアリオ ・フィナ ンシ エロ」電 子 版 は、ロシ アによるウクライナ 侵 攻

に関 連 し政 府 が緊 急 の金 融 安 定 理 事 会 を開 催 したと報 じた。 

 25日 、政 府 は金 融 安 定 理 事 会 （e l  Con se j o  d e  E s t a b i l i d a d  F i n a nc i e r a ）を開 催 し、

ロシアとウクライナの紛 争 が市 場 に与 える影 響 を監 視 するとともに、貿 易 や年 金 基 金 の投

資 への影 響 が低 いことから、冷 静 に対 応 するよう呼 びかけた。 

 同 会 議 は、ロドリゴ・セルダ財 務 大 臣 、ロサンナ・コスタ中 央 銀 行 総 裁 、オスバルド・マシ

アス年 金 局 長 、ホアキン・コルテス金 融 市 場 委 員 会 委 員 長 から構 成 され、財 務 省 で開 催

された。 

 セルダ 財 務 大 臣 は会 談 後 、「紛 争 の経 済 に 与 える影 響 を しっかり 分 析 する必 要 がある

ため本 日 会 議 を開 催 した。確 かに大 きな危 機 ではあるが、一 定 の冷 静 さを伝 えたい。まず、
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チリ経 済 への直 接 的 な影 響 は小 さい。両 国 との貿 易 は、輸 出 入 ともに限 られている。チリ

の年 金 基 金 の紛 争 国 への投 資 額 もかなり限 定 的 である。ただし、両 国 はそれぞれエネル

ギーと穀 物 の重 要 な生 産 国 であることから、石 油 や食 料 価 格 の動 向 を非 常 に懸 念 してい

る。また 、昨 日 は原 油 価 格 が急 騰 し、ペ ソや株 式 市 場 は大 き く下 げた が、本 日 急 反 発 し

ており、ボラティリティの高 い時 期 であるため監 視 し続 ける必 要 がある。」と述 べた。 

 中 銀 総 裁 に就 任 後 初 めて同 会 議 に参 加 したコスタ総 裁 は、「インフレへの影 響 について、

短 期 的 なショックであることは間 違 いない。いつまで影 響 が続 くかは不 明 であり、状 況 の進

展 やコモディティ価 格 に左 右 されるだろう。インフレ圧 力 の持 続 性 を確 認 することが重 要 だ。

ただし、紛 争 は世 界 の経 済 活 動 を縮 小 させる効 果 があり、これにより需 要 の低 下 を通 じて

インフレが緩 和 される可 能 性 がある。詳 細 は次 の金 融 政 策 決 定 会 合 で分 析 する。」と述

べた。 

 

（２１） 中 国 自 動 車 の台 頭 ：報 道  

2月 25日 付 当 地 紙 「 ディアリオ ・フィナ ンシ エロ」電 子 版 は、チ リ におけ る中 国 自 動 車 の

台 頭 について報 じているところ、右 概 要 以 下 の通 り。 

 中 国 の自 動 車 メーカーであ る奇 瑞 汽 車 （英 名 ：Che r y ）は、チリ の中 国 車 の中 で最 も売

れているブランドであり、2021年 は2万 5, 000台 を販 売 し、チリ国 内 売 り上 げで初 めてトップ

５に入 った（2019年 は19位 、2020年 は13位 ）。今 後 は販 売 店 を地 方 都 市 など新 たに10店

舗 開 設 するほか、高 所 得 者 層 向 けプレミアムカーを発 売 する予 定 で、2022年 には20％の

成 長 を目 指 し、販 売 台 数 を3万 台 に乗 せ、日 産 、スズキ、ヒュンダイ（韓 国 自 動 車 ）などを

上 回 ることを目 標 にしており、長 期 的 にはチリ国 内 市 場 で1位 のシボレーを抜 くことを目 指

している。 

 Che ryは2007年 に長 城 汽 車 とともに中 国 ブランドとして初 めてチリに進 出 。2012年 にチリ

Che r yの代 表 取 締 役 に就 任 したウーゴ・カ ストロ（Hugo  Ca s t r o ）氏 は、外 国 人 専 門 家 を

雇 い、チリで最 も売 れているSUVであるChe r y  G rand  T i g goを開 発 。この新 型 車 をきっか

けに、同 社 は2015年 から徐 々に売 り上 げを伸 ばし、パンデミックで大 きく販 売 数 を伸 ばした。 

 同 氏 によると、Che r yの主 なターゲットは中 国 国 外 市 場 であるため、中 国 内 の需 要 に左

右 されず、ほぼ常 時 チリ向 けの在 庫 を持 っているため、地 歩 を固 めることができているとい

う。本 年 1月 に既 に3000台 近 くを販 売 しており、3万 台 以 上 の販 売 目 標 は達 成 可 能 として

い る。販 売 を 急 速 に 伸 ばしてい る背 景 とし て、43の販 売 店 を 運 営 する17の戦 略 的 パ ート

ナーとのネットワークを構 築 している点 を挙 げている。 

 同 社 の本 年 の販 売 戦 略 としては、販 売 店 を首 都 州 の未 進 出 地 域 のほか、バルパライソ、

コンセプシオンなどに集 中 して拡 大 し、店 舗 数 を53に増 やす予 定 である。またブランド価 値

を高 め消 費 者 層 を 拡 大 するため、2017年 に販 売 開 始 したプレミアムブランド「エクシード」

の新 型 車 を7月 に発 売 する予 定 。また、電 気 自 動 車 の販 売 も行 う予 定 であるが、充 電 設

備 の有 無 などインフラがどう進 むかによって、販 売 戦 略 は変 わってくるとしている。 

 電 気 自 動 車 については、チリ全 国 自 動 車 協 会 （ANAC）のデータによると、2022年 1月 、

ゼロまた は低 排 出 ガ スエンジ ンを 搭 載 した 軽 ・中 型 車 は266台 販 売 され、2021年 の 同 時

期 と比 較 して137 .5％の伸 びを示 している。  

 

（２２） チリＵＡＥ包 括 的 経 済 連 携 協 定 交 渉 開 始 ：外 務 省 プレスリリース 
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2月 25日 、外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 は、UAEとの包 括 経 済 連 携 協 定 に 向 け た

交 渉 を開 始 する旨 公 表 した。 

チリはUEAと貿 易 ・経 済 協 力 の更 なる促 進 を目 指 し、既 存 の二 国 間 貿 易 ・投 資 関 係 を

強 化 するための包 括 的 経 済 連 携 協 定 （CEPA）の交 渉 開 始 を発 表 した。この貿 易 協 定 は、

UAEと中 南 米 諸 国 、チリと中 東 ・北 アフリカ地 域 （MENA）諸 国 との間 では初 めてとなる。 

 ドバイ博 のチリ・パビリオンで行 われた式 典 には、ゼイユーディUAE貿 易 大 臣 とジャニェス

外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 が出 席 。同 次 官 は、チリは湾 岸 協 力 会 議 のメンバー国 、特 に

同 じ志 を持 つ国 として、その存 在 感 とネットワークを高 めたいと述 べた。また、チリにとってU

AEは、この地 域 の 食 品 分 野 の可 能 性 と、 デジ タル経 済 との 関 連 で新 た な機 会 を 提 供 す

る重 要 な市 場 。この協 定 は、より豊 かで近 代 的 かつダイナミックな関 係 のための有 用 なプ

ラットフォームとなり、両 国 の経 済 再 活 性 化 の基 礎 となると述 べた。 

 両 国 の優 先 課 題 は、モノの貿 易 だけでなく、サービスやデジタル貿 易 の促 進 を継 続 する

こと。これは、市 場 アクセスの拡 大 や投 資 フローの増 大 と密 接 に関 係 しており、そのために

関 税 の削 減 や通 関 手 続 きの改 善 を求 めている。CEPAには、植 物 検 疫 、原 産 地 規 則 、デ

ジタル経 済 、中 小 企 業 、知 的 財 産 の保 護 などの問 題 も含 まれる予 定 。 

2021年 、チリの対 UAE貿 易 額 は2億 6,000万 米 ドル。過 去 10年 間 、輸 出 は年 平 均 6％、

輸 入 は年 平 均 18 . 6％で増 加 。221社 が116製 品 及 びサービスを 輸 出 し2億 1460万 米 ドル

となった。輸 出 の48％が食 料 品 であり、主 な輸 出 品 は、乳 製 品 、ナッツ、サケ・マス、リンゴ、

ブドウ、サクランボ、ワイン、銅 、製 材 などであった。輸 入 は、127社 が189製 品 を輸 入 し456

0万 米 ドルとなった 。主 な輸 入 品 は、携 帯 電 話 、ポリ エチ レン、潤 滑 油 、蓄 電 器 、エチレン

ポリマー、フィルター装 置 、ガラスなどであった。 

 

（２３） コデルコ決 算 発 表 ：報 道  

2月 26日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、コデルコが昨 年 度 の決 算 を発 表 した旨 報 じた。 

2 5 日 、 コ デル コ は 、 昨 年 度 末 の 決 算 を 発 表 。 利 益 が 7 3 億 9 , 4 0 0 万 米 ド ル と 前 年 比 2 5

6％増 となり 、 財 政 を 大 き く 救 済 する 結 果 となった 。 結 果 は 、コ ロナ に も関 わ らず、 事 業 の

継 続 性 と生 産 レベルを維 持 したこと、そして何 よりも、昨 年 度 末 に平 均 4.23米 ドル/ポンド

という歴 史 的 な銅 価 格 によるもの。生 産 量 は、鉱 山 によって異 なるが、増 加 した鉱 山 が減

少 した 鉱 山 を カ バーすることができた 。生 産 コスト は、イ ンフレ率 の上 昇 、 平 均 為 替 レート

の低 下 、投 入 資 材 価 格 の上 昇 及 びモリブデン生 産 量 の減 少 によるマイナスの影 響 により、

直 接 費 は132 .7  USセント/ポンドとなり、2020年 の129 .4  USセント/ポンドより2 .5%増 加 。 

 アラネダ・同 社 長 は、特 に、国 への貢 献 に対 して非 常 に満 足 している。従 業 員 と経 営 陣

がコロナにおける変 革 の推 進 と個 人 のケアを促 したおかげで、これらの取 り組 みが可 能 に

なった。また 、丸 紅 、Tech i n t （建 設 大 手 ）、T ra n s e l e c （電 力 大 手 ）のコンソーシア ム が落

札 した後 、入 札 がキャンセルされた海 水 淡 水 化 プラントに加 え、様 々な構 造 プロジェクトの

状 況 を更 新 。かなり複 雑 な契 約 の最 終 的 な詳 細 を詰 めている。今 年 の上 半 期 中 に解 決

できることを願 っていると述 べた。 

 リベラ・同 副 社 長 （総 務 ・財 務 担 当 ）は、コデルコが抱 える高 水 準 の負 債 について、2021

年 は175億 米 ドル、現 金 は15億 米 ドルであると述 べた。これは、2020年 に近 い数 字 を維 持

し、2022年 までを予 測 。今 後 10年 間 の投 資 額 は400億 米 ドルを 超 える見 通 しで、資 金 源

は借 金 、銅 の価 格 次 第 の自 己 資 金 、負 債 を増 やさない 努 力 の3つである。また、エクア ド
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ル政 府 を 相 手 に I CS I D で訴 訟 中 の 現 状 を 取 り 上 げ、 残 念 な が ら、エクア ドル 政 府 か ら要

求 された アクショ ンを 実 現 することができ なかった。企 業 の利 益 を 守 るた めと、プロジ ェクト

を継 続 的 に進 めるためのアクションを起 こすという2つの目 的 で、2つの仲 裁 手 続 きを開 始 。

我 々が望 むのは、エクアドル政 府 と合 意 し、プロジェクトを進 めることだと述 べた。 

 

（２４） ５Gモバイルネットワーク展 開 ：報 道  

2月 27日 付 当 地 エルメルクリオ紙 は、チリにおける５Gモバイルネットワーク展 開 について

報 じた。 

チリでは、５Gモバイルネットワークの開 発 により真 の革 命 が起 こることが期 待 されている。

また、国 全 体 での展 開 も急 速 に進 んでおり、政 府 が5Gネットワークの活 性 化 を発 表 して2

か月 余 りで、すでに加 速 度 的 な発 展 を示 しており、チリはラテンアメリカで最 初 にこの技 術

を持 つ国 となった。25日 時 点 で、すでに5Gサービスを利 用 しているユーザーが45万 人 いる

ことが明 確 になっており、SUBTELは、この数 字 はまだ伸 長 すると予 想 している。 

モレノ通 信 次 官 は、「現 在 、チリでは2,000万 以 上 の4Gネットワーク接 続 があり、過 去 12

ヶ 月 で16％の伸 びを 示 してい る。5Gの拡 大 も同 じような流 れに なると考 えており 、イ ンフラ

の配 備 が 完 了 すれば 、そ れらのユーザーを 新 しい 技 術 に 移 行 さ せることができ る。2 年 後

にはモ バイ ルユーザー 全 体 の70％が5G に 移 行 する と予 測 して い る。新 技 術 の メリ ッ ト と、

最 大 の顧 客 を獲 得 するために各 企 業 間 で行 われる価 格 競 争 が動 機 となっている」と述 べ

ている。 

ユーザーを取 り込 むために、５Gモバイルネットワークの開 発 を受 注 した通 信 会 社 である

モビスター、エンテル、WOMは、すでにチリ国 内 で20万 ペソから100万 ペソ（当 館 注 ：約 250

米 ドルから約 1250米 ドル）の価 格 帯 の5G対 応 携 帯 電 話 を41モデル販 売 している。「モ」次

官 によると、今 後 数 か月 で新 機 種 が追 加 されるとともに、平 均 1年 半 で機 種 の買 い替 えが

進 むことを考 慮 すると、国 土 の90％に 新 しい技 術 が存 在 することになる。また2011年 から

関 税 が50％低 下 していることも大 き く影 響 してい る。競 争 が激 しくなれば、ユーザーに とっ

て魅 力 的 な価 格 になるはずだという。 

2021年 2月 に終 了 した5G周 波 数 の入 札 では、3社 が新 技 術 で国 内 人 口 の90％をカバ

ーするために、2年 間 の期 限 が設 定 された。つまり、2023年 11月 までに、携 帯 電 話 の電 波

を送 受 信 する基 地 局 やアンテナ（鉄 塔 ）を全 国 に9, 000基 設 置 しなければならない。SUBT

ELは、その運 用 を認 可 するために、それらの設 備 が規 格 に準 拠 していることを確 認 してい

る。現 在 、1149社 の企 業 から基 地 局 の工 事 受 付 の申 請 があり、そのうち430社 が認 可 さ

れ、すでに全 国 で運 用 されている。首 都 圏 に集 中 しており、現 在 316局 のア ンテナが稼 動

している。 

 このインフラの設 置 は新 たな雇 用 を生 み出 す強 力 なエンジンとなり、5 ,000?7 , 000人 の

新 規 雇 用 が生 まれると試 算 している。この新 技 術 の導 入 により、2035年 までに全 国 で63 ,

0 0 0人 の 新 規 雇 用 が 創 出 され、30 億 米 ド ルの投 資 が 必 要 とな り 、G D P への連 結 経 済 効

果 は3億 米 ドルになると試 算 している。  

 

（２５） ロシアのウクライナ侵 攻 による銅 価 格 への影 響 ：報 道  

2月 28日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、ロシアのウクライナ侵 攻 による銅 価 格 への影 響

について報 じた。 
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 銅 価 格 は、ロシアのウクライナ侵 攻 による危 機 の世 界 的 な影 響 に耐 え、若 干 の下 落

を伴 いながらも高 水 準 の相 場 が続 いている。25日 の終 値 は1ポンドあたり4 .5米 ドルで、24

日 の終 値 に比 べ0.63％下 落 、3日 間 で1％と僅 かな下 落 となった。銅 価 格 は、昨 年 2月 の

平 均 値 3.84米 ドルに比 べ、今 年 に入 ってから4.47米 ドルを記 録 している。 

チリ銅 委 員 会 の分 析 では、第 2位 の生 産 国 であるロシアからのアルミニウム供 給 に対 す

る懸 念 が、24日 の記 録 的 な価 格 水 準 まで押 し上 げた。また、原 油 が2014年 以 来 1バレル

100米 ドルを 超 えた こ ともあ り 、投 資 家 が安 全 な市 場 を 求 め 、金 は1年 半 ぶり の高 値 をつ

けた 。一 方 、中 国 の 需 要 は、 在 庫 の 積 み 増 しで減 少 してお り 、 ト レードオ フの状 態 。 米 国

では2月 の消 費 者 信 頼 感 が5ヵ月 ぶりに低 下 し、1月 の新 築 住 宅 販 売 件 数 が予 想 を上 回

って減 少 した。 

ウッ ド・マッケ ンジ ーの調 査 では、ウ クライ ナ には規 模 の大 き な 金 属 採 掘 ・ 加 工 生 産 設

備 がほとんどないため、世 界 的 に与 える影 響 は比 較 的 小 さいとしている。しかし、アルミニ

ウ ム 、白 金 族 金 属 、 鉄 鉱 石 な ど 特 定 商 品 の生 産 と 輸 出 の 停 止 は、 市 場 が 既 に 供 給 圧

力 下 に あ るた め、 不 安 定 な 影 響 を 与 え る 。より 重 要 なのは、 ロ シ ア の生 産 者 が 原 材 料 を

輸 入 した り 、 完 成 品 を ロシ ア から 輸 出 し た り する こ とを 制 限 す る こと 。も う 一 つ の 懸 念 は、

取 引 相 手 がそのオフショア法 人 と取 引 する意 思 や能 力 があ るかどうかということ。制 裁 が

強 化 されれば、ロシア とつながりのある株 主 を持 つ金 属 ・鉱 業 会 社 は全 て危 険 にさらされ

るとしている。 

ア ラネ ダ・コデルコ社 長 は、軍 事 衝 突 に よ る銅 販 売 への直 接 的 な影 響 は否 定 した が、

他 国 への波 及 に 備 え警 戒 してい る。売 上 高 は、ロシア 市 場 は銅 の供 給 先 としてそ れほど

ないことを 考 えると、直 接 的 にはあまり大 きな影 響 はない。しかし、今 回 のような重 大 な紛

争 は多 くの結 果 をもたらす可 能 性 があり、細 心 の注 意 を払 わなければならないと述 べた。 

リベラ・コデルコ副 社 長 は、今 年 の銅 の平 均 価 格 は1ポンドあたり4米 ドル程 度 を予 算 に

見 込 んでおり、軍 事 衝 突 に関 係 なく、市 場 のファンダメンタルズは良 好 と見 ている。これは

市 場 コンセンサスとほぼ同 じで、主 に 在 庫 の少 なさと需 要 の高 さに関 係 してい る。今 年 は

中 国 の需 要 が減 少 する見 込 みだが、それを欧 米 が補 う。この紛 争 後 どうなるかは予 想 が

つかないが、ファ ンダ メンタルズは極 めて良 好 であり 、銅 価 格 は 現 在 の水 準 で推 移 す ると

予 想 していると述 べた。 

 

（２６） 政 府 の緊 急 審 議 案 件 の議 会 への通 報 ：報 道  

3月 1日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、政 府 が現 在 議 会 で処 理 中 の全 ての法 案 等 のう

ち、特 に緊 急 の審 議 を要 する案 件 を議 会 に通 報 した旨 報 じた。 

2月 28日 、政 府 は、議 会 で処 理 中 の全 ての法 案 （TPP11を 含 む）のうち特 に 緊 急 の審

議 を 要 する 案 件 とし て51案 件 を まとめ、そ れを 1日 に 議 会 に 通 報 するこ とを 決 めた 。今 回

の通 報 の 意 味 を 記 者 団 に 問 われた ピニ ェ ラ 大 統 領 は任 期 の 最 終 日 まで 統 治 す ると い う

政 治 的 シグナルを出 すためと応 じた。 

51の緊 急 審 議 案 件 のうち、1件 はTPP11。残 りの50件 の法 案 は、現 在 32件 が上 院 、13

件 が下 院 、5件 が両 院 合 同 委 員 会 に 提 出 されてい る。3月 11 日 に 次 期 政 権 が 発 足 すれ

ば、ジ ャクソン次 期 大 統 領 府 長 官 は、 本 日 両 院 で報 告 される 案 件 の 緊 急 度 を 維 持 す る

か撤 回 するか、ボリッチ次 期 大 統 領 とともに決 定 しなければならないだろう。 

TPP11に 関 して、政 府 は過 去 30回 にわたり緊 急 度 を 更 新 している。上 院 では、TPP 11
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の審 議 に反 対 があった。ソーシャルネットワーク上 での反 対 の声 が一 部 の野 党 議 員 に届 く

までになったことがその理 由 の一 つだろう。 

 

（２７） テレフォニカ・チリ社 長 インタビュー（報 道 ） 

3 月 2 日 付 当 地 エ ル メ ル ク リ オ 紙 は バ ル セ ロ ナ で 開 催 中 の モ バ イ ル ワ ー ル ド コ ン グ レ ス

（MWC）に参 加 中 のテレフォニカ・チリ社 長 へのインタビュー記 事 を掲 載 した。 

MWCの重 要 性 は将 来 起 こりうるシナリオを考 えさせること。我 々が経 験 している社 会 変

革 の大 き さは、メタバースのようなパラレルライフのようにまだ吸 収 しきれない 次 元 に あると

思 うが、これらを 実 現 するた めには、国 民 全 体 に 届 く強 力 で世 界 最 高 水 準 の通 信 イ ンフ

ラが鍵 となる。 

チリは政 府 のデータによると、家 庭 のブロードバンド接 続 の53％が光 ファイバーであり、O

ECD加 盟 国 の平 均 は30％である。実 はこの分 野 では、チリは先 進 国 よりも進 んでいる。チ

リはブロードバンド接 続 数 がOECD 加 盟 国 の中 で3番 目 に多 い 国 である。そして、このデジ

タルインフラの分 野 で、5Gは重 要 な役 割 を担 っており、今 後 も担 っていくだろう。 

テレフォニカはアリカからプンタアレナスまで、チリの全 16地 域 に存 在 する5Gネットワーク

を展 開 しており、あとは当 局 からの認 可 を 待 つだけである。3カ 月 以 内 に5Gネットワークの

スイッチを入 れることができるよう、すべての認 可 を取 得 したい。また、光 ファイバーネットワ

ークについては、すでにブロードバンド顧 客 の9割 、120万 人 以 上 が光 ファイバーを利 用 して

いる。これは世 界 的 に 見 ても画 期 的 なことである。あ と2、3年 もすれば、通 信 用 の銅 線 は

なくなるだろう。 

将 来 の予 測 は心 強 いもので、現 在 のホームパス（接 続 可 能 な家 庭 ）は320万 戸 に加 え、

今 年 度 中 に接 続 可 能 な家 庭 400万 戸 を 計 画 している。これは、チリの3世 帯 のうち2世 帯

が光 ファイバーに接 続 できるようになることを意 味 する。 

 光 ファイバーへの投 資 については資 本 集 約 的 なビジネスであり、迅 速 に展 開 できるよう、

サードパーテ ィーと提 携 した。この提 案 に よって先 進 国 の平 均 を 上 回 る成 果 を 上 げること

ができた。実 はこのモデルは、同 じ背 景 を持 つコロンビアで再 現 された。そして今 、ラテンア

メリカの他 の国 々でも評 価 されている。 

 5Gの分 野 では、同 社 の480万 人 の顧 客 のうち、現 在 までにすでに20万 人 以 上 の顧 客 が

5Gを利 用 してい る。年 内 には5Gの顧 客 数 が50万 人 を 超 えると見 積 もっており、2、3年 後

には、完 全 に５Gのベースを構 築 することになると予 想 している。 

 

（２８） 環 境 権 条 文 案 の否 決 ：報 道  

3月 4 日 付 当 地 紙 「 エ ル・メル クリ オ 」は 、3 日 の 制 憲 議 会 本 会 議 で 自 然 環 境 に 関 連 す る

権 利 の条 文 案 の多 くが否 決 されたと報 じた。 

 3日 夜 、制 憲 議 会 本 会 議 は自 然 環 境 に関 連 する権 利 の条 文 案 の一 般 投 票 の採 決 を

実 施 し、環 境 委 員 会 から提 出 された40条 項 のうち34条 項 を否 決 した。承 認 された主 な項

目 は、自 然 と動 物 の権 利 の認 識 に関 するものであり、否 決 された主 な項 目 は、環 境 権 の

新 たな定 義 を設 けるもので、共 有 財 の概 念 、プロジェクト 承 認 に際 する地 域 コミュニ ティと

の協 議 、先 住 民 族 や国 家 の集 団 所 有 権 などである。自 然 の権 利 （e l  d e r echo  d e  l a  n

a t u r a l e z a ）は承 認 さ れたが、この権 利 を 保 証 し促 進 する国 の義 務 や、いかなる個 人 、共

同 体 、国 民 または国 家 もそのために行 動 することを認 める条 項 などは否 決 された。 
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 中 道 右 派 会 派 チリバモスなどの議 員 は全 ての項 目 を拒 否 すべく一 括 採 決 を要 望 したが、

全 文 が否 決 されることを危 惧 した 環 境 活 動 家 出 身 の議 員 グループは、40の条 項 の個 別

採 決 を 主 張 。結 局 8時 間 にわたり40項 目 の採 決 が実 施 された が、棄 権 が多 く発 生 し、承

認 された 項 目 は６ つ のみであ った 。拒 否 さ れた 34の条 項 は、 委 員 会 で 再 度 検 討 ・ 修 正 さ

れ、今 後 15日 以 内 に議 会 に第 二 次 報 告 （再 提 案 ）を出 すこととなる。一 般 投 票 で承 認 さ

れた6つの条 項 は、個 別 投 票 （2回 目 の投 票 ）にかけられる。 

 承 認 された項 目 は以 下 の通 り。 

（１）第 1条 ：国 は、気 候 ・生 態 系 の危 機 の存 在 を 認 識 し、これに より引 き起 こされるリ スク、

脆 弱 性 、影 響 を管 理 するためのあらゆる措 置 を講 なければならない。 

（２）第 ５条 ：自 然 の権 利 を保 障 し促 進 することは国 の義 務 であり、環 境 の悪 化 や損 傷 が

ある場 合 又 はその恐 れがある場 合 には、予 防 、修 理 、修 復 、再 生 のあらゆる必 要 な措 置

をとらなければならない。 

（３）第 23条 ：動 物 の人 格 、個 性 、虐 待 のない生 活 を送 る権 利 を認 める。 

（４）第 25条 ：国 は、共 感 と動 物 福 祉 の推 進 に基 づく教 育 を行 う。 

（５）第 33条 ：環 境 に関 する意 思 決 定 への参 加 の権 利 を認 め、参 加 の仕 組 みは法 律 で定

める。 

（６）第 37条 ：国 、または国 にサービスを提 供 する企 業 、機 関 、団 体 が所 有 または保 管 して

いる環 境 情 報 へのアクセス権 を付 与 する。 

 否 決 された主 な項 目 は以 下 の通 り。 

（１）水 、海 、高 峰 、氷 河 、大 気 、太 陽 放 射 、宇 宙 、電 磁 空 間 に 関 するものを 共 有 財 産 と

して定 義 し、これに関 連 するすべて使 用 条 件 （関 税 、制 限 、義 務 など）を定 める項 目 。 

（２）環 境 公 正 と環 境 犯 罪 の訴 追 に関 する項 目  

（３）開 発 プロジェクト承 認 に際 しての地 域 住 民 の協 議 の義 務 付 ける項 目  

（４）共 有 財 産 の特 別 な集 団 所 有 権 、お よび各 民 族 の先 祖 伝 来 の用 途 に 応 じた 当 該 財

産 の優 先 的 な使 用 権 ・管 理 権 （使 用 許 可 にあたっては国 家 に先 住 民 への同 意 を義 務 付

けを含 む） 

 

（２９） エラスリス智 日 経 済 委 員 会 チリ側 委 員 長 他 の投 稿 ：報 道  

3月 7日 付 当 地 紙 「エ ルメルクリ オ 」は、エラスリ ス・智 日 経 済 委 員 会 チ リ 側 委 員 長 、 シ

ルバ・智 中 経 済 委 員 会 委 員 長 、スウ ェット ・起 業 家 協 会 会 長 の 3名 連 名 に よるTP P 11に

関 する投 稿 を掲 載 した。 

 チリはTPP11を推 進 し、2018年 3月 8日 にチリにおいてバチェレ大 統 領 が署 名 したにも関

わらず、上 院 の承 認 待 ちで、まだ批 准 していないことは理 解 できない。 

 加 やＮＺなどの要 人 による公 式 訪 問 の際 に、この問 題 について問 われたとき、チリはどの

ような答 えをするのだろうか。この条 約 により、30万 人 以 上 の新 規 雇 用 が創 出 され、これら

の市 場 に3 ,00 0以 上 の新 製 品 を 輸 出 することが可 能 に なる。TP P11を 承 認 しない ことで、

現 在 の輸 出 の競 争 力 もなくなってしまう。 

 また、現 在 のロシア・ウクライナ危 機 が起 きているが、チリは両 国 に10億 米 ドル以 上 の製

品 を輸 出 しており、チリは新 たな市 場 を 開 拓 する必 要 があることを念 頭 に置 かなければな

らない。どうか、国 のために、議 員 の前 向 きな決 断 をお願 いする。  
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（３０） 通 信 分 野 におけるピニェラ政 権 の成 果 ：運 輸 通 信 省 報 道 発 表  

3月 9日 、運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （ＳＵＢＴＥＬ）はピニェラ政 権 の４年 間 の通 信 分 野

における成 果 について発 表 した。 

 ＳＵＢＴＥＬは2021年 12月 時 点 のデータに基 づき、ピニェラ政 権 の4年 間 に固 定 インターネ

ット接 続 数 が40％増 加 （前 政 権 では33％増 加 ）し、デジタルデバイド解 消 に貢 献 した旨 発

表 した。 

 2021年 12月 現 在 、固 定 インターネット接 続 数 は430万 であり、この12ヶ月 で12 . 7％増 加

していることが明 らかになった。また、固 定 回 線 の56 .7%は光 ファイバーで、HFC（ケーブル）

の36 . 3%と合 わせると、高 速 固 定 回 線 の93%を占 めている。また、2021年 12月 現 在 、国 内

の68％の世 帯 が 固 定 イ ンターネ ッ トに 接 続 してお り 、政 権 発 足 の 2018年 3 月 から48％ 増

加 したことが明 らかになった。 

 フット運 輸 通 信 大 臣 及 びモレノ通 信 次 官 は、「5G の展 開 、国 家 光 ファイバープロジェク

ト（ＦＯＮ）の大 幅 な進 展 、南 部 光 ファイバープロジェクト（ＦＯＡ）の建 設 完 了 、投 資 の再 開 、

チリ の通 信 セクターの地 域 リ ーダ ーとしての位 置 づけ などが、この期 間 に 注 目 された 主 な

出 来 事 だ」と述 べている。 

 その他 のデータ 

（１）モバイルインターネット 

 4G技 術 によるモバイル接 続 がほぼ倍 増 （2017年 12月 ～2021年 12月 の成 長 率 95％）。3

G+4Gモバイルアクセスは、3G回 線 に代 わる4Gの発 展 により、2021年 12月 には2260万 件

に達 し、過 去 12ヶ 月 で10%の成 長 （新 規 ア クセス数 +205万 4752件 ）となった。4Gア クセス

は2021年 12月 までに2100万 接 続 に達 し、過 去 12ヶ月 で13 . 1%増 加 した。4Gのアクセス数

はEnte lがトップ（34 .4％）、次 いでWOM（24 . 7％）、Mov i s ta r（21 .2％）、C la ro（17 . 8％）。 

（２）有 料 放 送  

 有 料 放 送 の利 用 者 は340万 人 に達 し、過 去 12ヶ月 で5 . 3％増 、2021年 12月 にはこのサ

ービスの普 及 率 は人 口 100人 あたり17 . 4人 、世 帯 比 率 は60 .9％に達 する。市 場 シェアはV

TRが30 . 7％でトップ、次 いでディレクTVが21 .2％、モビスターとクラロがそれぞれ17.9％と10 .

6％。 

（３）携 帯 電 話  

 携 帯 電 話 の利 用 者 数 は2, 65 0万 人 に 達 し、2021年 12月 の人 口 100人 あたりの加 入 者

数 は13 2 . 2 人 となった 。契 約 加 入 者 の 増 加 傾 向 は 続 い てお り 、2 021 年 12 月 に は 契 約 加

入 者 が全 体 の65 . 7％を占 め、プリペイ ド加 入 者 を 大 き く上 回 る。過 去 12ヶ 月 の成 長 率 は

クラロが8.5%、エンテルが7.2%であった。 

（４）モバイルデータトラフィック 

 モ バイ ルデータト ラフィッ クは、2021年 12月 に1接 続 あ たり 15 . 9G Bに 達 し、過 去 2年 間 で

最 も高 い数 値 を記 録 した。 

（５）固 定 データトラフィック 

 固 定 データトラフィックは、2021年 12月 に1接 続 あたり472 . 1GBに達 した。2020年 の同 月

と比 較 すると比 較 のベースが高 いため、12ヶ月 のトラフィックの伸 びは鈍 化 している。 

 

（３１） チリ市 場 におけるファーウェイ社 の今 後 の展 開 ：報 道  

3月 ９日 付 当 地 ディアリオフィナンシエロ紙 は、チリ市 場 におけるファーウェイ社 の今 後 の展
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開 についてモバイル・ワールドコングレス（ＭＷＣ）に参 加 していた同 社 幹 部 のコメントを報 じ

た。 

 「ファ」社 のチリ市 場 における今 年 の優 先 課 題 は、通 信 事 業 者 による 5G インフラの強

力 な展 開 に対 応 したキャリア分 野 （通 信 機 器 ・システムの開 発 ）、銀 行 、小 売 、港 湾 セクタ

ーのニーズに対 応 したデータセンター分 野 、再 生 可 能 エネルギーの利 用 ・発 電 ・貯 蔵 のた

めの先 端 技 術 を有 するデジタルエネルギー分 野 である。 

 最 先 端 の大 容 量 テ クノロジーと、可 能 な限 り 低 い 消 費 電 力 や二 酸 化 炭 素 排 出 量 の削

減 が共 存 でき るのと同 時 に 、鉱 業 、 漁 業 、農 業 等 の 特 定 産 業 や、ファ イバーや5G に よる

高 速 スーパーハイウェイを背 景 にした教 育 などの分 野 にカスタマイズすることが可 能 になっ

た。最 も魅 力 的 な分 野 は鉱 業 であり、センサーなどの機 能 をターゲットにしている。 

 カーボン・ニュート ラルというグ ローバルな課 題 に 取 り組 み、製 品 やサービスのさまざまな

開 発 ラインにおいて、この目 標 の推 進 に重 点 を置 いている。チリの場 合 、その目 標 を達 成

するために、蓄 電 して中 央 システムに注 入 するだけでなく、家 庭 や企 業 向 けの太 陽 エネル

ギーソリューションであるデジタルエネルギー産 業 にも参 加 することが焦 点 になり、そのため

の計 画 がある。 

 データセンターや通 信 会 社 などの大 口 エネルギー消 費 者 は、クリーンエネルギーの使 用

を開 始 しなければならない。我 々は数 年 前 から、太 陽 光 発 電 に移 行 している通 信 事 業 者

とビジネスをしている。また、現 在 の規 制 の枠 組 では、太 陽 光 や風 力 エネルギーをリチウム

電 池 に大 量 に蓄 えることができるため、この半 年 間 、ほとんどすべての発 電 事 業 者 と蓄 電

システムに関 する協 議 を重 ねてきた。 

 データセンター分 野 での提 案 と並 行 して、クラウドサービスなど他 のビジネスユニットの展

開 も進 めていく予 定 であり、企 業 だけでなく、国 にとっても重 要 な役 割 を果 たす。クラウドや

独 自 のデー タセンター で一 定 のスピードでサ ービスを 提 供 する 必 要 があり 、国 内 の 多 く の

省 庁 の情 報 を集 約 して、データをより詳 細 に管 理 できるようになる。 

 政 府 に 対 してデータトラフィックの増 加 に 対 処 するための戦 略 を計 画 するよう呼 びかけ、

それに対 処 するための提 言 を行 った。予 想 以 上 に速 いスピードで進 む可 能 性 が高 いので、

前 もって計 画 を立 て、正 しい政 策 を確 立 することが極 めて重 要 であるとし、今 後 数 年 間 で

デー タト ラフ ィッ クが 爆 発 的 に 増 加 す るこ と を 見 込 んで 、6G Hz 帯 の一 部 を 含 む 追 加 周 波

数 の最 適 配 分 を推 奨 していることを明 らかにした。 

 チリについては現 時 点 で他 の中 南 米 諸 国 と比 較 して、5Gネットワークはすでにインフラが

整 備 され始 めており、鉱 業 など特 定 の産 業 は超 接 続 の恩 恵 をより早 く受 けることができる

と考 えてい る。これに 加 え、消 費 者 が自 宅 で体 験 できる新 しい 高 速 サービスも提 供 される。

データ消 費 量 の多 いアプリケーションを搭 載 したテレビなど、5Gを内 蔵 した製 品 をすでに発

売 している。 

 また、デジタルデバイドの解 消 に焦 点 を当 てたアジェンダのための方 法 と技 術 がある。例

えば、まだ接 続 性 のない地 方 や孤 立 した地 域 の地 域 経 済 に対 するインセンティブメカニズ

ムで、中 立 的 な光 ファ イバーを 推 進 するプログラムに よって、どの地 域 の企 業 もイ ンフラを

持 ち、それをリースすることでビジネスを展 開 できるようになり、ユーザーは自 分 の好 きなプ

ロバイダーを選 ぶことができるようになるかもしれない。そのために必 要 な政 策 や初 期 運 転

資 金 などのインセンティブを作 らなければならない。 

 さらに国 際 的 な接 続 性 によってもたらされる機 会 も注 視 している。チリは、天 文 学 などに
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代 表 される ように 、データマネジ メント の先 進 国 であ り 、大 容 量 の国 際 接 続 が必 要 。 例 え

ば、F ib ra  Op t i c a  Aus t r a lプロジェクトの接 続 に関 する議 論 のように、他 の大 陸 へのルー

トをどのように定 めるかを再 考 することが一 つの課 題 である。 

 予 測 不 可 能 なビジネス環 境 、テクノロジーの政 治 化 、脱 グローバリズムの動 きなどは、深

刻 な 課 題 となって い る に もかかわらず 、 同 社 のト ッ プは、 今 後 数 十 年 間 、 2つ の 重 要 な 分

野 の技 術 に特 に重 点 を置 いて投 資 を続 けていくと述 べている。１点 目 は世 界 経 済 の成 長

の原 動 力 として理 解 されてい るデジ タル経 済 。２ 点 目 は持 続 可 能 な開 発 のた めの新 しい

エンジンとなったグリーンテクノロジーによる二 酸 化 炭 素 削 減 。 

 MWCではデジタル技 術 のグリーン化 が圧 倒 的 なトレンドと指 摘 し、この世 界 目 標 を着 地

させた。カーボンニュートラルは今 世 紀 半 ばまでにほとんどの国 で達 成 される目 標 となって

おり、世 界 全 体 で二 酸 化 炭 素 削 減 の重 要 性 がますます認 識 されている。 

 同 社 の2021年 の研 究 開 発 への多 額 の投 資 は、近 年 、売 上 の15％以 上 を 研 究 に投 資

する方 針 に 沿 った も の。製 品 の 差 別 化 を 高 めるた めに 、5G や人 工 知 能 などの技 術 開 発

に引 き続 き資 源 を配 分 していく。 

 

（３２） ロシアのウクライナ侵 攻 による石 油 価 格 急 騰 への政 府 の対 応 ：報 道  

 3月 9日 付 当 地 紙 「エルメルクリオ」は、ロシアのウクライナ 侵 攻 による石 油 価 格 急 騰 を

受 け政 府 補 助 金 を変 更 する旨 報 じた。 

 8日 、財 務 省 は、ロシアのウクライナ侵 攻 に伴 う原 油 価 格 の高 騰 の影 響 を緩 和 するため、

燃 料 価 格 安 定 メカ ニ ズ ム （Mep co ）を 変 更 すると 発 表 。セルダ 財 務 大 臣 は 、ガ ソリ ンと 軽

油 が20～50ペ ソ上 昇 し、消 費 者 と3月 のイ ンフレに 影 響 を 及 ぼ す可 能 性 があ る。燃 料 価

格 の市 場 シグナルを歪 めることなく、円 滑 にするために、Mepcoの変 更 を今 週 実 施 し、ガソ

リンに約 210ペソ、軽 油 に約 170ペソの補 助 金 を出 すことで、6 . 7ペソの値 上 げ程 度 に抑 え

る。 

 先 週 時 点 で、95オクタンガソリンは29週 連 続 、142ペソ上 昇 し、軽 油 は28週 連 続 、174ペ

ソ上 昇 してい る。財 務 省 の発 表 は、ロシア のウクライ ナ 侵 攻 を めぐる危 機 が深 まる中 、米

国 がロシアの石 油 輸 入 を禁 止 し、英 国 が段 階 的 に廃 止 すると発 表 し、世 界 のエネルギー

市 場 が更 に混 乱 することが予 想 されるためである。 

 「セ」大 臣 は、もし、不 幸 に もこの状 態 が長 く続 け ば、30週 以 上 の増 加 が待 ってい ること

は間 違 いない。予 想 されるガソリン価 格 の上 昇 を和 らげるために、今 後 も変 更 される可 能

性 があり、次 期 政 権 もMepcoを自 由 に使 うことができると述 べた。Mepcoは2014年 に創 設

し、自 動 車 用 のガソリン、軽 油 、天 然 ガス、液 化 ガスの上 昇 と下 降 を規 制 することを目 的

としている。特 定 の燃 料 税 を通 じて運 用 され、燃 料 ごとに定 められた変 動 要 素 で算 出 され

る。 

 

（３３） ビオビオ州 風 力 発 電 機 設 置 ：報 道  

3月 9日 付 当 地 紙 「エ ルメルクリ オ 」は、ア ラ ウ コ林 業 会 社 がビオ ビオ 州 ア ラウ コ市 に 43基

の風 力 発 電 機 を設 置 する旨 報 じた。 

 7日 、アラウコ林 業 会 社 は、ビエント・スール風 力 発 電 プロジェクトをビオビオ州 政 府 の環

境 評 価 評 議 会 が全 会 一 致 で承 認 したと報 告 。アラウコ市 に43基 の風 力 発 電 機 を設 置 す

る本 プロジェクトは、約 54万 世 帯 分 の消 費 エネルギーに相 当 する最 大 215MW（1基 5MW）
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の設 備 容 量 を持 つ。3億 米 ドルを投 資 し、2年 間 の建 設 期 間 を見 込 む。 

 約 4年 間 に わた るこの取 組 は、クリ ーンエ ネルギ ーの生 成 に 直 接 貢 献 し、 国 のエネ ルギ

ーマトリックスの多 様 化 に寄 与 し、国 家 電 力 システム（SEN）にエネルギーを供 給 することを

目 指 すもの。クリ ーンで再 生 可 能 なエネ ルギーの生 産 がまた 一 歩 前 進 することに なる。こ

のステップを踏 めたのは、環 境 と市 民 のあらゆる側 面 を考 慮 した広 範 な評 価 プロセスの結

果 。 

 2 01 8年 に 初 期 の自 主 的 なプロセスを 実 施 し、2019年 3月 に 市 民 参 加 を 含 む環 境 評 価

のプロセスに入 り、地 域 住 民 から1,800件 を超 える意 見 が出 された。その後 、2年 以 上 にわ

たる先 住 民 との協 議 を経 て、共 同 で開 発 を進 めることができた 。これらの点 が当 局 に よっ

て考 慮 され、規 制 や要 件 に 適 合 しているとして評 価 された 。環 境 影 響 評 価 局 に提 出 した

評 価 書 では、発 電 さ れた エネルギ ーはプロジ ェクトに 含 まれる高 圧 変 電 所 に 送 られ、 そこ

から約 60kmの送 電 線 を通 じてプランタ・アラウコ変 電 所 に 接 続 され、最 終 的 に 国 家 電 力

システムに供 給 される予 定 。 

 

（３４） 制 憲 議 会 ：基 本 的 人 権 を保 障 するために最 大 限 の財 政 支 出 を 求 める案 の可 決 ：

報 道  

3月 1 7日 付 当 地 紙 「 エル・メルクリ オ 」は 、1 6日 に 制 憲 議 会 の 基 本 的 人 権 委 員 会 が 、

社 会 権 を保 障 するために最 大 限 の財 政 支 出 を求 める案 を承 認 した。 

 基 本 的 人 権 委 員 会 は、数 週 間 前 に一 般 承 認 された提 案 の修 正 が提 出 され、「基 本 的

人 権 、特 にこの憲 法 で認 める社 会 的 および文 化 的 権 利 の財 政 支 出 は、累 進 性 とその利

用 可 能 性 を踏 まえたものでなければならない。当 該 規 定 を毎 年 遵 守 することは、政 府 およ

び予 算 法 審 議 に お け る議 会 の義 務 であ る 。国 家 及 び関 係 機 関 は、基 本 的 権 利 の 普 遍

的 な充 足 を確 保 するために、公 的 予 算 において利 用 可 能 な最 大 限 の配 分 を行 うことを保

証 する。」という案 が承 認 された。 

 他 方 、フェリペ・アルボエ（中 道 左 派 PPD（民 主 主 義 のための党 ））が提 案 した財 政 的 責

任 に関 する提 案 は拒 否 された。これに対 して、同 氏 は「パトリシオ・フェルナンデス議 員 （中

道 左 派 PL（自 由 党 ）と左 派 の案 が承 認 されたが、財 政 責 任 が考 慮 されていない点 を残 念

に思 う」と述 べた。  

 同 案 に対 して専 門 家 からは懸 念 の声 が上 がっている。 

（１）当 地 右 派 系 シンクタンクLyDのシニアエコノミストのトーマス・フローレス氏 は、「承 認 さ

れた、利 用 可 能 な資 源 の最 大 活 用 、という表 現 は、中 期 財 政 計 画 を無 視 しており、公 債

発 行 と 財 政 貯 蓄 を 全 て 即 時 利 用 す る こと に つ なが る。 基 本 的 人 権 を 保 障 す る た め の 予

算 確 保 には、中 期 財 政 計 画 と持 続 可 能 性 の枠 組 みの中 で、利 用 可 能 な資 源 を 配 分 す

べき」と指 摘 している。  

（２）クラペス大 学 のホセフィナ・エンリケス研 究 員 は、「公 共 支 出 の財 源 は、増 税 、経 済 成

長 の拡 大 、予 算 効 率 化 （支 出 の再 配 分 ）によってもたらされる。最 も重 要 なポイントは、財

政 責 任 の問 題 であり、承 認 された案 は長 期 にわたって持 続 可 能 であるかという点 が考 慮

されておらず、将 来 世 代 への影 響 など時 間 的 視 点 に欠 けている」と警 告 している。 

 

 


